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岡山県災害廃棄物処理計画改定（素案） 

新 旧 考え方 

第１ 総則 

１ 背景及び目的 

大規模災害発生時には、短期間に多量の災害廃棄物が発生し、早

期の復旧・復興のためには迅速な災害廃棄物の処理が必要となる。 

本県でも、平成 30 年７月豪雨により多量の災害廃棄物が発生す

るとともに、南海トラフ巨大地震による被害も懸念されているとこ

ろである。 

環境省は、平成 26 年３月、東日本大震災で得られた経験や知見

等を踏まえ、「震災廃棄物対策指針」（平成 10年 10月厚生省生活衛

生局水道環境部）を改定するとともに、「水害廃棄物対策指針」（平

成 17 年６月環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策

課）との統合を行い、「災害廃棄物対策指針」（平成 26 年３月環境

省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部。以下「指針」という。）と

して取りまとめ、平成 30年３月に改定している。 

指針において、「都道府県は、国が定める廃棄物処理施設整備計

画、本指針及び行動指針等を十分に踏まえつつ、災害対策基本法に

基づき策定される地域防災計画その他の防災関連指針・計画等と整

合を図りながら、各地域の実情に応じて、災害廃棄物処理計画の策

定又は見直し、自区域内の市区町村の災害廃棄物処理計画策定への

支援を行う。」とされ、県において災害廃棄物処理計画を策定する

こと等が求められた。 

また、平成 27年７月 17日に公布された廃棄物の処理及び清掃に

関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 27 年

法律第 58号）により廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45

第１ 総則 

１ 背景及び目的 

平成 23年３月 11日に発生した東日本大震災においては、大規模

地震に加えて津波の発生により、これまでの災害を遙かに上回る廃

棄物が発生し、その処理に当たっては、多くの市町村で混乱が生じ

た。 

環境省は、平成 26 年３月、この東日本大震災で得られた経験や

知見を踏まえ、また、近年全国各地で発生した大雨、竜巻、台風の

被害への対応から得られた知見や知識を加えた上で、「震災廃棄物

対策指針」（平成 10 年 10 月厚生省生活衛生局水道環境部）を改定

するとともに、「水害廃棄物対策指針」（平成 17 年６月環境省大臣

官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）との統合を行い、「災

害廃棄物対策指針」（平成 26年３月環境省大臣官房廃棄物・リサイ

クル対策部。以下「指針」という。）として取りまとめた。 

指針においては、「地方公共団体は、本指針に基づき、都道府県

地域防災計画及び市町村地域防災計画と整合を取りながら、処理計

画の作成を行うとともに、防災訓練等を通じて計画を確認し、継続

的な見直しを行う」とされ、県において災害廃棄物処理計画を策定

することが求められた。 

また、平成 27年７月 17日に公布された廃棄物の処理及び清掃に

関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 27 年

法律第 58号）により廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45

年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）が改正され、非

常災害により生じた廃棄物の処理の原則が明確化されるとともに、
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年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）が改正され、廃

棄物処理法第２条の３の規定により非常災害により生じた廃棄物

の処理の原則が明確化されるとともに、廃棄物処理法第５条の５の

規定により都道府県が定める廃棄物処理計画において、新たに非常

災害時における廃棄物の適正な処理に関する施策を実施するため

に必要な事項を定めることとされた。 

指針等を踏まえ、本県で災害により生じる廃棄物について、生活

環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止しつつ、適正かつ円滑・迅

速な処理を確保するとともに、分別、再生利用等によりその減量を

図ることを目的とする。 

なお、平成 28 年３月に本計画を策定したところであるが、その

後発生した平成 30 年７月豪雨において明らかとなった課題等を踏

まえて、より実効性がある計画にするため、本計画の見直しを行っ

た。 

 

２ 基本的事項  

(1) 計画の位置付け 

本計画は、廃棄物処理法に基づく廃棄物処理計画及び災害対策

基本法（昭和 36 年法律第 223 号）に基づく地域防災計画と整合

を図りながら、災害時における廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処

理に必要となる事項を取りまとめたものであり、その位置付けを

図示すると図 1.2.1のとおりとなる。 

 

都道府県が定める廃棄物処理計画において、新たに非常災害時にお

ける廃棄物の適正な処理に関する施策を実施するために必要な事

項を定めることとされた。 

以上のような背景を踏まえ、災害により生じる廃棄物について、

生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止しつつ、円滑かつ迅速

な処理を確保するとともに、分別、再生利用等によりその減量を図

ることを目的とし、本計画を策定した。 
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図 1.2.1 計画の位置付け 

 

(2) 対象とする災害 

本計画で対象とする災害は、岡山県地域防災計画（平成 27 年

12 月岡山県防災会議）で想定した表 1.2.1 の南海トラフ巨大地

 

図 1.2.1 計画の位置付け 
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震及び断層型地震による被害を含む地震災害及び水害その他自

然災害であり、地震災害については、地震動により直接に生ずる

被害及びこれに伴い発生する津波、火災、爆発その他異常な現象

により生ずる被害を対象とする。 

また、水害については、大雨、台風、雷雨などによる多量の降

雨により生ずる洪水、浸水、冠水、土石流、山崩れ、崖崩れなど

の被害を対象とする。なお、本県における近年の風水害被害状況

は表 1.2.2のとおりである。 

 

表 1.2.1 対象とする地震災害 
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南海トラフ巨大地震 

① 南海トラフ巨大地震、パターン 1（直後破壊） 

地震直後に揺れ・液状化などにより堤防などの施設のすべて

が破壊されると想定したケース 

② 南海トラフ巨大地震、パターン 2（越流後破壊） 

揺れなどにより堤防などの施設は破壊されないが、津波が越

流した場合に破壊されると想定したケース 

断層型地震 

③ 山崎断層帯の地震 

④ 那岐山断層帯の地震 

⑤ 中央構造線断層帯の地震 

⑥ 長者ヶ原断層－芳井断層の地震 

⑦ 倉吉南方の推定断層の地震 

⑧ 大立断層・田代峠－布江断層の地震 

⑨ 鳥取県西部地震 
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表 1.2.2近年の風水害被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.2.2追加 

・岡山県の過

去の水害被害

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム追加 

・H30.7豪雨災

害に係る被害

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災日 災害名 

住家被害（棟） 災害廃棄物 

発生量 

（トン） 

備考 

全壊 半壊 
一部

損壊 
床上 床下 計 

H16.8.30～31 台風 16号 15  48  608 5,729  5,153  11,553  約 25,330 
倉敷市 
ほか 

H16.9.29 台風 21号 2  5  31 187  1,511  1,736  (資料なし） 
玉野市 
ほか 

H16.10.20 台風 23号 13  54  5,193 352  1,465  7,077  (資料なし） 
玉野市 
ほか  

H21.7.19 竜巻 2  11  65 0  0  78 90 美作市 

H21.8.9 台風 9号 14  114  1 204  311  644  1,903 美作市 

H23.9.2 台風 12号 2  133  21 952  8,869  9,977  1,298 倉敷市 

H30.7.6 7 月豪雨 4,830  3,365  1,126 1,541  5,517  16,379  約 443,300 
R1.7.16 
推計値 

R1.9.3 大雨 3 12 0 65 198 278 集計中 新見市 

         



6 

 

 

図 1.2.2 南海トラフ巨大地震震度分布図 

 

図 1.2.3 断層型地震における震度６弱以上の地域図 

 

図 1.2.2 南海トラフ巨大地震震度分布図 

 

図 1.2.3 断層型地震における震度６弱以上の地域図 
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(3) 対象とする災害廃棄物 

本計画の対象とする災害廃棄物は、前記(2)に規定する災害に

より生じる廃棄物（廃棄物処理法第２条第１項に規定するものを

いう。以下同じ。）であって、その発生量が平時の廃棄物処理体

制では対処できない規模であるものとし、津波堆積物を含むもの

とする。 

なお、放射性物質に汚染された廃棄物については、国の方針に

従って汚染されていない物とは異なる処理体系において処理さ

れることから、本計画の対象としない。 

具体的には、表 1.2.3のような災害廃棄物を想定する。 
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表 1.2.3 想定する災害廃棄物 

 

(4) 計画の基本的な考え方 

 本計画の基本的な考え方は次のとおりである。                

ア 県内市町村が被災市町村となることを想定し、災害予防（被

害防止・被害軽減）、プレ初動対応、初動対応、応急対応、復

旧・復興の各段階において、本計画の目的を達成するために県

表 1.2.2 想定する災害廃棄物 

 

(4) 計画の基本的な考え方 

本計画の基本的な考え方は次のとおりである。 

ア 県内市町村が被災市町村となることを想定し、災害予防（被

害抑止・被害軽減）、応急対応、復旧・復興の各段階において、

本計画の目的を達成するために県が実施すべき事項を整理す

表 1.2.3修正 

・災害廃棄物

処理指針の改

訂内容を反映 
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まえた内容に

修正 

 

 

 

 

 

種 類 内 容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

災害によって

発生する廃棄

物 

木くず 柱・梁・壁材、水害または津波などによる流木など 

コンクリートが

ら等 

コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトく

ずなど 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 

可燃物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した廃棄物 

不燃物 

分別することができない細かなコンクリートや木くず、プ

ラスチック、ガラス、土砂などが混在し、概ね不燃性の廃

棄物 

腐敗性廃棄物 
畳や被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産加工

場や飼肥料工場等から発生する原料及び製品など 

廃家電製品 
被災家屋から排出されるテレビ、洗濯機、エアコンなどの

家電類で、災害により被害を受け使用できなくなったもの 

廃自動車等 
災害により被害を受け使用できなくなった自動車、自動二

輪、原付自転車 

廃船舶 災害により被害を受け使用できなくなった船舶 

有害廃棄物 

アスベストを含む廃棄物（廃石綿等※１及び石綿含有廃棄物
※２。以下「アスベストを含む廃棄物」という。）、ＰＣＢ、

感染性廃棄物、化学物質、フロン類・ＣＣＡ・テトラクロ

ロエチレン等の有害物質、医薬品類、農薬類の有害廃棄物 

その他、適正処

理が困難な廃棄

物 

消火器、ボンベ類などの危険物や、ピアノ、マットレスな

どの地方公共団体の施設では処理が困難なもの（レントゲ

ンや非破壊検査用の放射線源を含む）、漁網、石膏ボード

など 

津波堆積物 

海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆

積したものや陸上に存在していた農地土壌等が津波に巻

き込まれたもの 
 
 

生活に伴い発

生する廃棄物 

生活ごみ 家庭から排出される生活ごみや粗大ごみ 

避難所ごみ 避難所から排出される生活ごみなど 

し尿 

仮設トイレ（災害用簡易組み立てトイレ、レンタルトイレ

及び他市町村・関係業界等から提供されたくみ取り式トイ

レの総称）等からの汲取りし尿 
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が実施すべき事項を整理する。 

 

イ 本県が支援を行うことを想定し、支援に必要となる事項を整

理する。 

 

 
図 1.2.4 時期区分の考え方 

 

(5) 計画の見直し 

本計画は、岡山県地域防災計画、指針等の関係する計画等の制

定、改定に併せて必要な改正を行うとともに、定期的に実施する

研修や訓練、実際の災害対応により明らかになる課題等を踏まえ

て、より実効性があるものにするため、適宜、適切な見直しを行

うこととする。 

 

 

 

る。 

 

イ 本県が支援地方公共団体となることを想定し、支援に必要と

なる事項を整理する。 

 

 

図 1.2.4 時期区分の考え方 

 

 

(5) 計画の見直し 

本計画は、岡山県地域防災計画、指針等の関係する計画等の制

定、改正に併せて必要な改正を行うとともに、定期的に実施する

研修や訓練、実際の災害対応により明らかになる課題等を踏まえ

て、より実効性があるものにするため、適宜、適切な見直しを行

うこととする。 

特に、県域を越えた広域連携については、現在、環境省中国四

国地方環境事務所が立ち上げた災害廃棄物対策中国ブロック協

議会において調査、検討を行っているところであり、今後、この

協議会で策定される大規模災害発生時における災害廃棄物対策

行動計画の内容を反映させる。 

 

 

 

 

 

 

一部表現の修

正 

 

 

 

図 1.2.4修正 

・７月豪雨を

踏まえた内容

に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状に合わせ

て一部内容の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレ 

初動対応 

イ 本県が支援を行うことを想定し、支援に必要となる事項を整理する。 

 

平時 発災後 

災害予防 

（被害防止・被害軽減） 
  

  応急対応 
復旧・復興 

初動対応  

※ 災害予防：災害発生までの期間（平時） 

※ プレ初動対応：災害の発生が予見できる場合（風水害等）の初動準備期間 

  ※ 初動対応：人命救助が優先される時期 

  ※ 応急対応：避難所生活が本格化し、その後、人や物の流れが回復する時期 

  ※ 復旧・復興：災害廃棄物の処理が完了するまでの期間 

  ※ 時間の目安は災害規模や内容によって異なる。 

～３月程度 ～３年程度 災害発生前 発災後数日間 
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図 1.2.5 計画見直しの考え方 

 

(6) 処理の主体 

災害廃棄物は、廃棄物処理法上、一般廃棄物に該当するため、

市町村に統括的な処理責任があり、したがって、処理の主体は市

町村（一部事務組合により処理を行っている場合を含む。）が基

本となる。 

なお、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 14 に

おいて、地方公共団体の事務の一部の管理及び執行を他の地方公

共団体に委託することができるとされており、災害により甚大な

被害を受けた市町村が自ら災害廃棄物の処理を行うことが困難

な場合においては、市町村からの要請に基づき、県が市町村に代

わって災害廃棄物の処理を行うことがある。 

また、大規模災害時において、国が災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号）第 86 条の 5 第 4 項の規定に基づき、廃棄物処

理特例地域として指定した地域内の市町村については、市町村か

ら要請があり、国が必要と認めた場合には、国が災害廃棄物の処

理を行うことがある。 

 

 

 

図 1.2.5 計画見直しの考え方 

 

(6) 処理の主体 

災害廃棄物は、廃棄物処理法上、一般廃棄物に該当するため、

市町村に統括的な処理責任があり、したがって、処理の主体は市

町村が基本となる。 

なお、地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 252条の 14に

おいて、地方公共団体の事務の一部の管理及び執行を他の地方公

共団体に委託することができるとされており、地震、津波等によ

り甚大な被害を受けた市町村が自ら災害廃棄物の処理を行うこ

とが困難な場合においては、県に事務を委託することができ、県

が市町村に代わって災害廃棄物の処理を行うことがある。 

また、大規模災害時において、国が廃棄物処理特例地域と指定

した地域内の市町村については、市町村から要請があり、国が必

要と認めた場合には、災害対策基本法に基づき国が災害廃棄物の

処理を行うことがある。 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.5修正 

・ブロック行

動計画策定反

映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部表現の修

正 
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(7) 各主体の役割 

災害時に適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物の処理を進めるため

には、予め災害廃棄物処理に携わる各主体の役割を明確にし、そ

の役割を果たせるよう、備えておくことが必要である。 

ア 県の役割 

  災害時における県の基本的な役割は、被災市町村が行う災害

廃棄物の処理に対する助言などの技術的援助及び支援地方公

共団体、協力・支援協定締結団体、環境省等との連絡・調整で

ある。 

  また、平時においては、市町村災害廃棄物処理計画の策定支

援や、市町村が行う一般廃棄物処理施設の耐震化、不燃堅牢化、

浸水対策等に対する技術的援助、災害廃棄物の処理に必要とな

る廃棄物処理施設の設置状況等の情報の整理、協力・支援・受

援体制の整備などである。 

    

(ｱ) 平時 

a 災害予防 

役割 内容 

組織体制等の整備 ・災害時の組織体制、指揮命令系統、

情報収集体制、連絡体制、他都道府

県及び関係団体との協力・支援・受

援体制を整備する。 

情報の整理 ・一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物

処理施設の処理能力、稼働状況等の

現況を把握し、整理する。 

・想定される災害において発生する災

(7) 県及び市町村の役割 

災害時に適正かつ迅速に災害廃棄物の処理を進めるためには、

予め県及び市町村の役割を明確にし、その役割を果たせるよう、

事前に備えることが必要である。 

ア 県の役割 

災害時における県の基本的な役割は、被災市町村が行う災害

廃棄物の処理に対する助言などの技術的援助及び支援地方公

共団体、協力・支援協定締結団体、環境省等との連絡・調整で

ある。 

また、平常時においては、市町村が行う一般廃棄物処理施設

の耐震化、不燃堅牢化等に対する技術的援助、災害廃棄物の処

理に必要となる県内の廃棄物処理施設の設置状況等の情報の

整理、協力・支援体制の整備などである。 

 

 

 

(ｱ) 災害予防 

役割 内容 

組織体制等の整備 ・災害時の組織体制、指揮命令系統、

情報収集体制、連絡体制、他都道府

県及び関係団体との協力・支援体制

を整備する。 

情報の整理 ・災害時に必要となる県内の一般廃棄

物処理施設及び産業廃棄物処理施

設の処理能力、稼働状況等の現況を

把握し、整理する。 

７月豪雨を踏

まえた内容に

修正 
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害廃棄物の量や必要となる仮置場

の面積などを推計する。 

・仮置場として利用可能な県有地を選

定する。 

 

市町村が行う一般廃棄物

処理施設整備に対する技

術的援助 

・循環型社会形成推進交付金等を活用

した市町村の一般廃棄物処理施設

整備に対し、助言等を行い、施設の

耐震化、不燃堅牢化、浸水対策等を

促す。 

職員等に対する教育・訓練 ・災害時に適正かつ円滑・迅速に対応

できるよう、定期的に職員等を対象

とした研修会、図上訓練等を行う。 

・災害廃棄物処理の実務経験職員等を

リストアップし、継続的に更新す

る。 

市町村災害廃棄物処理計

画の策定支援 

・市町村が災害廃棄物処理計画を策定

するに当たって必要となる想定被

害の情報提供や策定手順、仮置場候

補地の選定などについての説明会

の開催等、策定を支援する。 

県民への啓発 ・市町村と連携して、災害廃棄物の適

正処理について啓発を行う。 

関係事業者団体との情報

共有 

・災害時に円滑な対応が行えるよう、

減災対応等について情報共有を行

う。 

・想定される災害において発生する災

害廃棄物の量や必要となる仮置場

の面積などを推計する。 

・災害時に災害廃棄物の仮置場として

利用可能な県有地を選定する。 

市町村が行う一般廃棄物

処理施設整備に対する技

術的援助 

・循環型社会形成推進交付金等を活用

した市町村の一般廃棄物処理施設

整備に対し、助言等を行い、施設の

耐震化、不燃堅牢化を促す。 

 

職員に対する教育・訓練 ・災害時に迅速に対応できるよう、定

期的に職員を対象とした研修会、図

上訓練等を行う。 

 

 

 

市町村災害廃棄物処理計

画の策定支援 

・市町村が災害廃棄物処理計画を策定

するに当たって必要となる想定被

害の情報提供や策定手順などにつ

いての説明会等の開催等、策定を支

援する。 
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他都道府県への協力・支援 ・被災都道府県から支援ニーズを情報

収集する。 

・被災都道府県からの協力・支援の要

請に基づく、関係機関との調整を行

う。 

・必要に応じて職員を派遣する。 

 

b プレ初動対応（災害の発生が予見できる風水害等） 

役割 内容 

組織体制等の確認 ・組織体制、指揮命令系統、情報収集・

連絡体制を確認する。 

市町村への助言、情報提供 ・仮置場候補地の状況確認、地元関係

者等への事前連絡について助言す

る。 

・仮置場の設置・運営、住民への広報

等、災害廃棄物処理の初動対応につ

いての留意点や、県の災害廃棄物処

理計画、マニュアル類及び協定等の

情報提供（再周知）を行う。 

・一般廃棄物処理施設等に係る職員の

安全確保や、施設・車両等の浸水対

策等を助言する。 

関係事業者団体への情報

提供 

・予見される災害について情報提供す

るとともに、職員の安全確保や施

設・車両等の浸水対策等について注

意喚起を行う。 
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・協定等に基づく要請に備え、必要な

準備を依頼する。 

仮置場の事前準備 ・必要に応じ、仮置場候補地の状況確

認、地元関係者、関係部署との調整

を行う。 

    

(ｲ) 発災後 

    a 応急対応（初動対応含む。初動対応として優先して行う対

応は★としている。） 

役割 内容 

組織体制等の確立 ★組織体制、指揮命令系統、情報収集・

連絡体制を確立する。 

・災害規模に応じて他部署からの応援

や災害廃棄物処理の知見を有する民

間業者への委託を含めた組織体制、

指揮命令系統、情報収集・連絡体制

の強化・見直しを行う。 

情報の収集 ★建物被害状況、避難所情報等を収集

する。 

★廃棄物処理施設の被害状況を収集す

る。 

★被災市町村の仮置場の開設状況を収

集する。 

★建物被害等の被害情報から災害廃棄

物の発生量を推計する。 

・被災現場や仮置場の状況等の情報か

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 応急対応 

 

役割 内容 

組織体制等の確立 ・平常時に定めた組織体制、指揮命令

系統、情報収集、連絡体制を確立す

る。 

 

 

 

 

情報の収集 ・建物被害状況、避難所情報等を収集

する。 

・廃棄物処理施設の被害状況を収集す

る。 

 

 

・建物被害等の被害情報から災害廃棄

物の発生量を推計する。 
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ら、災害廃棄物の発生量の推計を見

直す。 

★必要に応じて被災市町村に職員を派

遣し、情報収集を行う。 

処理方針等の策定 ・大規模災害発生時には、必要に応じ、

処理方針を策定する。 

関係機関との協力・支援の

調整 

★被災市町村が行う災害廃棄物の処理

が適正かつ円滑・迅速に行われるよ

う、広域的な処理も含めて、被災し

ていない市町村、他都道府県、環境

省、関係事業者団体等との連絡・調

整を行う。 

★被災市町村が行う生活ごみやし尿等

の処理が滞りなく行われるよう、災

害廃棄物の処理と同様に連絡・調整

を行う。 

・必要に応じて国へ支援を要望する。 

市町村が行う災害廃棄物

処理に対する技術的援助 

★被災市町村の仮置場の設置及び運営

など、災害廃棄物の処理に対して、

支援、助言を行う。 

 

★被災市町村における一般廃棄物処理

施設の能力が不足する場合などに

は、災害廃棄物の処理委託の候補先

となり得る産業廃棄物処理施設に関

する情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

関係機関との協力・支援の

調整 

・被災市町村による災害廃棄物の処理

が適正かつ迅速に行われるよう、被

災していない市町村、環境省、関係

事業者団体等との連絡・調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

市町村が行う災害廃棄物

処理に対する技術的援助 

・被災市町村が行う災害廃棄物処理実

行計画の策定や災害廃棄物仮置場の

設置及びその運営など災害廃棄物の

処理に対して支援、助言等を行う。 

・被災市町村における一般廃棄物処理

施設の能力が不足する場合などに

は、災害廃棄物の処理委託の候補先

となり得る産業廃棄物処理施設に関

する情報提供を行う。 
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★災害等廃棄物処理事業費補助金及び

廃棄物処理施設災害復旧事業費補

助金（以下「災害等補助金」という。）

の申請を念頭に置いた対応につい

て助言する。 

★必要に応じて、被災市町村に職員を

派遣し現地で直接助言を行う。 

・被災市町村の災害廃棄物処理実行計

画の策定を支援する。 

・必要に応じて県、市町村、国（環境

省）、関係団体等による会議を開催

し、情報の提供、集約及び調整等を

行う。 

・被災市町村が行う公費解体・土砂混

じりがれきの撤去について、必要に

応じて標準となる施工単価等を情報

提供する。 

支援要請及び受援体制の

構築 

★大規模災害時には、必要に応じて他

都道府県や環境省（D.Waste-Net）

に支援を要請する。 

★受援に当たっては、受援調整部と調

整を行う。 

県民への広報 ★情報収集した被害状況や災害廃棄物

処理に係る情報を県民に提供する。 

災害廃棄物処理対応の記

録 

★本計画の見直し等のため、災害廃棄

物処理対応を記録する。 

・被災市町村が行う災害等廃棄物処理

事業費補助金及び廃棄物処理施設災

害復旧事業費補助金申請事務につい

て、支援、助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他都道府県への協力・支援 ・被災都道府県からの支援ニーズの情

報収集 

・被災都道府県からの協力又は支援の

要請に基づく関係機関との調整 

・必要に応じて職員を派遣する。 
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予算の確保 ・災害廃棄物処理関係業務の民間委託

や、被災市町村からの事務を受託す

る場合等に、必要な予算の確保に努

める。 

 

    b 復旧・復興 

役割 内容 

組織体制等の見直し ・災害廃棄物の処理の進捗状況に応じ

て、組織体制、指揮命令系統、情報

収集・連絡体制の見直しを行う。 

関係機関との協力・支援の

調整 

・被災市町村が行う災害廃棄物の処理

が適正かつ円滑・迅速に行われるよ

う、広域的な処理も含めて、被災し

ていない市町村、他都道府県、環境

省、関係事業者団体等との連絡・調

整を行う。 

市町村が行う災害廃棄物

処理に対する技術的援助 

・被災市町村が行う仮置場や仮設処理

施設の設置及びその運営などの災害

廃棄物の処理に対して支援、助言を

行う。 

・被災市町村が行う災害等補助金申請

事務について、支援、助言を行う。 

・必要に応じて県、市町村、国（環境

省）、関係団体等による会議を開催

し、情報の提供、集約及び調整等を

行う。 

 

 

 

 

 

(ｳ) 復旧・復興 

役割 内容 

 

 

 

関係機関との協力・支援の

調整 

 

 

 

・被災市町村による災害廃棄物の処理

が適正かつ迅速に行われるよう、広

域的な処理も含めて、被災していな

い市町村、県外自治体、環境省、関

係事業者団体等との連絡、調整を行

う。 

市町村が行う災害廃棄物

処理に対する技術的援助 

・被災市町村が行う災害廃棄物仮置場

や仮設焼却炉の設置及びその運営な

どの災害廃棄物の処理に対して支

援、助言を行う。 

・被災市町村が行う災害等廃棄物処理

事業費補助金及び廃棄物処理施設災

害復旧事業費補助金申請事務につい

て、支援、助言を行う。 
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災害廃棄物処理の進捗状

況の把握 

・公費解体を含め、処理スケジュール

に沿って処理が進行しているか市町

村から情報収集し、必要に応じて支

援、助言を行う。 

災害廃棄物処理対応記録

の整理 

・本計画の見直し等のため、必要に応

じて災害廃棄物処理に係る記録を整

理し、検証を行う。 

 

 

 

 

 

イ 市町村の役割 

災害時における市町村の役割は災害廃棄物の処理であり、平

時においては、災害発生に備えて一般廃棄物処理施設の耐震化

等や、市町村災害廃棄物処理計画の策定、仮置場候補地の選定

等を行う。 

 

(ｱ) 平時 

a 災害予防 

役割 内容 

市町村災害廃棄物処理計

画の策定 

・組織体制や災害廃棄物処理体制の内

容を踏まえた災害廃棄物処理計画

を策定する。 

・実際の災害対応や研修、訓練により

明らかとなる課題等を踏まえて、適

災害廃棄物処理の進捗状

況の把握 

・災害廃棄物処理実行計画で定めた処

理スケジュールに沿って処理が進行

しているか市町村等から情報収集

し、必要に応じて支援、助言を行う。 

 

他都道府県への協力・支援 ・被災都道府県から支援ニーズの情報

収集を行う。 

・被災都道府県からの協力又は支援の

要請に基づき、県内関係機関と調整

を行う。 

・必要に応じて職員を派遣する。 

 

イ 市町村の役割 

災害時における市町村の役割は災害廃棄物の処理であり、平

常時においては、災害発生に備えて一般廃棄物処理施設の耐震

化等や仮置場候補地の選定等を行う。 

 

 

 

(ｱ) 災害予防 

役割 内容 
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宜、見直しを行う。 

組織体制等の整備 ・災害時の組織体制、指揮命令系統、

情報収集・連絡体制、他市町村及び

関係団体との協力・受援体制を整備

する。 

・一部事務組合が廃棄物処理事業を行

っている場合には、災害時の役割分

担について確認する。 

災害廃棄物処理体制の整

備 

・一般廃棄物処理施設の耐震化、不燃

堅牢化、浸水対策等を実施し、災害

時に施設が機能不全に陥らないよ

うにする。 

・一般廃棄物処理施設が被災した場合

に備え、補修等に必要な資機材の備

蓄を行う。 

・想定される災害規模に応じた仮置場

候補地を選定するとともに、災害廃

棄物の処理フロー等を検討し、仮置

場の設営に必要な資機材の備蓄を

行う。 

・廃棄物処理法の特例（第９条の３の

２及び第９条の３の３）の活用を検

討する。 

職員等に対する教育・訓練 ・災害時に適正かつ円滑・迅速に対応

できるよう、定期的に職員等を対象

とした研修会、図上訓練等の実施

 

組織体制等の整備 

 

・災害時の組織体制、指揮命令系統、

情報収集体制、連絡体制、他市町村

及び関係団体との協力体制を整備す

る。 

 

 

 

災害廃棄物処理体制の整

備 

・一般廃棄物処理施設の耐震化、不燃

堅牢化などを実施し、災害時に施設

が機能不全に陥らないようにする。 

 

・一般廃棄物処理施設が被災した場合

に備え、補修等に必要な資機材の備

蓄を行う。 

・想定される災害規模に応じた仮置場

候補地を選定するとともに、災害廃

棄物の処理フロー等を検討する。 
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や、研修会、図上訓練等への職員派

遣を行う。 

・災害廃棄物処理の実務経験職員等を

リストアップし、継続的に更新す

る。 

住民への啓発 ・市町村災害廃棄物処理計画で定めた

災害廃棄物の排出・分別方法など災

害廃棄物の適正処理や、退蔵品の廃

棄・リサイクル等について啓発を行

う。 

・災害ボランティアセンター運営機関

と災害ボランティアへの周知内容

について協議しておく。 

関係事業者団体等への情

報提共有 

・災害時に円滑な対応が行えるよう、

減災対策等について情報共有を行

う。 

 

b プレ初動対応（災害の発生が予見できる風水害等） 

役割 内容 

組織体制等の確立 ・平時に定めた組織体制、指揮命令系

統、情報収集・連絡体制を確認する。 

仮置場の事前準備 ・必要に応じ、仮置場候補地の状況確

認、地元関係者、関係部署との調整

を行う。 

住民への広報内容の準備 ・災害廃棄物の排出・分別方法、仮置

場等の広報内容について準備、確認

を行う。 
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一般廃棄物処理施設等の

被害対策 

・一般廃棄物処理施設の人的・施設被

害等が最小限となるよう、職員の安

全確保や施設・車両等の浸水対策等

を行う。 

関係事業者団体等への情

報提供 

・予見される災害について情報提供す

るとともに、職員の安全確保や車

両、重機、施設、車両等の浸水対策

等について注意喚起を行う。 

・協定等に基づく要請に備え、必要な

準備を依頼する。 

    

(ｲ) 発災後 

    a 応急対応（初動対応含む。初動対応として優先して行う対

応は★としている。） 

役割 内容 

組織体制等の確立 ★組織体制、指揮命令系統、情報収集・

連絡体制を確立する。 

・災害廃棄物の発生量や公費解体実施

状況に応じて組織体制、指揮命令系

統、情報収集・連絡体制の強化・見

直しを行う。 

情報の収集 ★一般廃棄物処理施設等の被害状況及

び災害廃棄物の発生状況等の情報を

収集する。 

関係機関への協力・支援の

要請 

★一般廃棄物処理施設、車両等の状況、

処理能力を確認し、災害廃棄物の処

理に必要な人員、施設が不足すると

きは、県、他市町村等に協力・支援

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 応急対応 

役割 内容 

 

 

 

 

 

 

被害の把握 

 

 

 

 

 

 

・一般廃棄物処理施設の被害状況及び

災害廃棄物の発生量等の情報を収集

する。 

関係機関への協力・支援の

要請 

・一般廃棄物処理施設、資機材等の状

況、処理能力を確認し、災害廃棄物

の処理に必要な人員、施設が不足す

るときは、県、市町村等に協力、支

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



22 

 

の要請を行う。 

実行計画の策定 ・被災状況から災害廃棄物の発生状況

及び発生量を的確に把握し、処理ス

ケジュール、処理フロー等を記載し

た実行計画を策定する。 

災害廃棄物の処理 ★仮置場を設置し、管理、運営を行う。 

 

★仮置場に持ち込まれた災害廃棄物に

ついて、可能な限り再資源化等を図

りながら処理を行う。 

★自ら処理できない災害廃棄物につい

ては、処理を委託する。 

★通行の妨げとなる道路上や集積所等

の災害廃棄物について、道路管理者、

自衛隊、警察等と連携して撤去する。 

・公費解体及び土砂混じりがれきの撤

去を行う場合の処理体制を整備す

る。 

住民への広報、啓発 ★災害廃棄物の排出・分別方法、仮置

場設置場所、災害に便乗した廃棄物

の持込み禁止等について、適切な手

段で広報を行う。 

★災害ボランティアセンター運営機関

に対し、災害廃棄物の排出・分別方

法、仮置場設置場所等について、災

害ボランティアへの周知を依頼す

援の要請を行う。 

実行計画の策定 ・被災状況から災害廃棄物の発生状況

及び発生量を的確に把握し、処理ス

ケジュール、処理フロー等を記載し

た実行計画を策定する。 

災害廃棄物の処理 ・平常時に選定した候補地から仮置場

を設置し、管理、運営を行う。 

・仮置場に持ち込まれた災害廃棄物に

ついて、可能な限り再資源化等を図

りながら処理を行う。 

・自ら処理できない災害廃棄物につい

ては、災害廃棄物の処理を委託する。 

 

 

 

 

 

 

住民への広報、啓発 ・仮置場に搬入を行う住民に対し、分

別等への協力を求めるとともに、災

害に便乗した廃棄物の持込み禁止を

周知する。 
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る。 

・公費解体の実施について、住民に周

知する。 

災害廃棄物処理対応の記

録 

★市町村災害廃棄物処理計画の見直し

等のため、災害廃棄物処理対応を記

録する。 

補助金 ★災害等補助金の申請を念頭に置いた

発注、記録（写真、日報類）を行う。 

・災害廃棄物処理に係る費用及び廃棄

物処理施設の災害復旧に係る費用に

ついて、災害等補助金の申請を行う。 

 

 

 

他市町村への協力・支援 ★県、被災市町村からの要請に備え、

保有する一般廃棄物処理施設、車両、

人員の稼働状況等を確認・整理する。 

 

    b 復旧・復興 

役割 内容 

関係機関への協力・支援の

要請 

・広域処理の必要性について検討を行

い、県、他市町村等に広域的な協

力・支援の要請を行う。 

災害廃棄物の処理 ・災害廃棄物の処理の進捗状況に応じ

て仮設処理施設等の設置、運営を行

うなど、処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

補助金  

 

 

・災害廃棄物処理に係る費用及び廃棄

物処理施設の災害復旧に係る費用に

ついて、災害等廃棄物処理事業費補

助金及び廃棄物処理施設災害復旧事

業費補助金の申請を行う。 

他市町村への協力・支援 ・災害廃棄物の受入れや資機材の提供

を行う。 

・必要に応じて職員を派遣する。 

 

(ｳ) 復旧・復興 

役割 内容 

関係機関への協力・支援の

要請 

・広域処理の必要性について検討を行

い、県等に広域的な協力・支援の要

請を行う。 

災害廃棄物の処理 ・災害廃棄物の処理の進捗状況に応じ

て仮設焼却炉等の設置、運営を行う

など、処理を行う。 
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他市町村への協力・支援 ・災害廃棄物の受入れや資機材の提供

を行う。 

・必要に応じて職員を派遣する。 

災害廃棄物処理対応記録

の整理 

・市町村災害廃棄物処理計画の見直し

等のため、必要に応じて災害廃棄物

処理に係る記録を整理し、検証を行

う。 

 

ウ 国の役割 

    全国または地域ブロック単位で国、都道府県、市町村、関係

団体等の連携体制を整備するとともに、地域ブロック単位での

大規模災害への備えとして、大規模災害発生時における災害廃

棄物対策行動計画の策定又は運用等を進めるとともに、専門家

等からなる災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）

を整備する。 

災害時には、被災地方公共団体からの要請に応じ、

D.Waste-Netを派遣するとともに、関係団体と連携した広域的

な協力体制の確保や財政支援等を行う。大規模災害発生時に

は、災害対策基本法に基づき処理指針を策定し、全体の進捗管

理を行うとともに、必要に応じて廃棄物処理特例地域を指定

し、廃棄物処理特例基準を定める。 

なお、地方公共団体の連携・協力のみでは処理が困難な場合

で、災害対策基本法の要件に該当する場合、国が被災市町村に

代わって災害廃棄物処理を行うことがある。 

 

 

他市町村への協力・支援 ・災害廃棄物の受入れや資機材の提供

を行う。 

・必要に応じて職員を派遣する。 
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エ 事業者の役割 

    大量の災害廃棄物を排出する可能性がある事業者や、災害時

に危険物・有害物質等を含む廃棄物その他適正処理が困難な廃

棄物を排出する可能性がある事業者は、平時からその発生抑制

対策や、飛散流出対策、処理方法を検討するとともに、災害時

には災害廃棄物を主体的に処理するよう努める。 

また、県や市町村と災害時協力・支援協定を締結している関

係事業者団体は、平時から災害時の連絡体制や対応手順等の整

備に努めるとともに、災害時には、県や市町村との協定に基づ

き、速やかに支援・協力する。 

 

オ 県民の役割 

    平時から、家庭における減災の取組や退蔵品の適正な廃棄・

リサイクルなどにより、災害廃棄物の発生抑制に努める。 

また、災害時には、市町村が行う災害廃棄物処理に係る広報

等に注意を払うとともに、定められた搬入・分別方法に基づき

仮置場へ適正に排出するなど、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅

速な処理に協力する。 
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第２ 平時の災害廃棄物対策 

１ 災害予防 

(1) 組織体制、指揮命令系統の整備 

本県に非常災害が発生した場合、災害対策基本法、岡山県災

害対策本部条例（昭和 37年岡山県条例第 48号）及び岡山県災

害対策本部規程（昭和 57 年岡山県・岡山県企業・岡山県教育

委員会・岡山県警察訓令第２号）に基づき、知事を本部長とす

る岡山県災害対策本部（以下「県災害対策本部」という。）が

設置される。 

県災害対策本部における組織体制、指揮命令系統は図 2.1.1

のとおりであり、災害廃棄物の処理に関する事務は環境文化部

に設置される循環型社会推進班が所掌する。 

循環型社会推進班は、循環型社会推進課長を班長とし、同課

員が班の所掌事務を処理するため、実質的に循環型社会推進課

の事務となることから、本計画においては、平時も含め、同課

が災害廃棄物に関する事務を処理するものとする。 

 

 

 

 

第２ 災害廃棄物対策 

１ 災害予防（被害抑止・被害軽減） 

(1) 組織体制、指揮命令系統の整備 

本県に非常災害が発生した場合、災害対策基本法、岡山県災

害対策本部条例（昭和 37 年岡山県条例第 48 号）及び岡山県

災害対策本部規程（昭和 57 年岡山県・岡山県企業・岡山県教

育委員会・岡山県警察訓令第２号）に基づき、知事を本部長と

する岡山県災害対策本部（以下「県災害対策本部」という。）

が設置される。 

県災害対策本部における組織体制、指揮命令系統は図 2.1.1

のとおりであり、災害廃棄物の処理に関する事務は環境文化部

に設置される循環型社会推進班が所掌する。 

循環型社会推進班は、循環型社会推進課長を班長とし、同課

員が班の所掌事務を処理するため、実質的に循環型社会推進課

の事務となることから、本計画においては、平常時も含め、同

課が災害廃棄物に関する事務を処理するものとする。 

一部表現の修

正 
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図 2.1.1 非常災害時の組織体制、指揮命令系統 

 

(2) 情報収集・連絡体制の整備 

災害時において収集する情報は、災害廃棄物発生量の推計、

災害廃棄物処理体制の構築、災害廃棄物処理の進捗管理などを

目的とするものであり、具体的には表 2.1.1のとおりである。 

 

図 2.1.1 非常災害時の組織体制、指揮命令系統 

 

(2) 情報収集・連絡体制の整備 

災害時において収集する情報は、災害廃棄物発生量の推計、

災害廃棄物処理体制の構築、災害廃棄物処理の進捗管理などを

目的とするものであり、具体的には表 2.1.1のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状に合わせ

て一部内容の

修正 
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これらの情報のうち、建物被害状況、避難所の収容人数等に

ついては、市町村から県災害対策本部（岡山県総合防災情報シ

ステム）に報告された情報又は災害対策本部発表情報を利用

し、廃棄物処理施設の被害状況等については、県県民局地域政

策部環境課を経由して市町村、産業廃棄物処理業者等から情報

収集し、協力・支援協定締結団体の被害状況については、循環

型社会推進課が協定締結団体から直接情報収集することとし、

それぞれの情報収集ルートが適切に機能するよう体制の整備

を行う。 

 

表 2.1.1 収集する情報の内容 

 

 

 

 

図 2.1.2 建物被害等の情報収集系統 

これらの情報のうち、建物被害状況、避難所の収容人数等に

ついては、市町村から県災害対策本部（岡山県総合防災情報シ

ステム）に報告された情報を利用し、廃棄物処理施設の被害状

況等については、県県民局地域政策部環境課を経由して市町

村、産業廃棄物処理業者等から情報収集し、協力・支援協定締

結団体の被害状況については、循環型社会推進課が協定締結団

体から直接情報収集することとし、それぞれの情報収集ルート 

が適切に機能するよう体制の整備を行う。 

 

 

表 2.1.1 収集する情報の内容 

 

 

 

 

図 2.1.2 建物被害等の情報収集系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.1修正 

・現状に合わ

せて一部内容

の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報収集先 情報の内容 目的 

市町村※１ 

建物被害状況（倒壊、焼失、浸

水棟数等）、浸水範囲、避難所

の収容人数 

災害廃棄物発生量の推計 

市町村※２ 
一般廃棄物処理施設（車両等を

含む。）の被害状況 災害廃棄物処理体制の構

築 廃棄物処理業者※２ 産業廃棄物処理施設の被害状況 

協力・支援協定締結団体※３ 団体会員の被害状況 

市町村※２ 
災害廃棄物の処理状況（仮置場

開設状況） 

災害廃棄物処理の進捗管

理 

※１ 県災害対策本部から情報収集 

※２ 県県民局地域政策部環境課を経由して情報収集 

※３ 循環型社会推進課が情報収集 

市 町 村 県地方災害対策本部

（県県民局）

県災害対策本部

循環型社会推進課

市 町 村 県地方災害対策本部

（県県民局）

県災害対策本部

循環型社会推進課



29 

 

図 2.1.3 廃棄物処理施設の被害状況等に関する情報収集系統 

 

 

図 2.1.4 協力・支援協定締結団体の被害状況に関する情報収集系統 

 

(3) 市町村、関係事業者団体等との協力・支援体制の整備 

災害廃棄物の処理については、県内での処理を基本とし、県

内における協力・支援体制を整備するとともに、大規模災害時

には、県域を越えて広域的に処理する必要が生じることが想定

されるため、広域的な相互協力体制についても整備する。 

県内における協力・支援体制については「岡山県及び県内各

市町村の災害時相互応援協定」に基づき県内市町村間の協力・

支援の調整を行う。 

また、一般社団法人岡山県産業廃棄物協会との「災害時にお

ける廃棄物処理の協力に関する協定」、岡山県環境整備事業協

同組合との「災害時における災害し尿等の収集運搬の協力に関

する協定」及び一般社団法人岡山県浄化槽団体協議会との「災

害時における浄化槽の点検等の協力に関する協定」に基づいて

協力・支援の調整を行う。 

 

 

図 2.1.3 廃棄物処理施設の被害状況等に関する情報収集系統 

 

 

図 2.1.4 協力・支援協定締結団体の被害状況に関する情報収集系統 

 

(3) 市町村、関係事業者団体等との協力・支援体制の整備 

災害廃棄物の処理については、県内での処理を基本とし、県

内における協力・支援体制を整備するとともに、大規模災害時

には、県域を越えて広域的に処理する必要が生じることが想定

されるため、広域的な相互協力体制についても整備する。 

県内における協力・支援体制については「岡山県及び県内各

市町村の災害時相互応援協定」に基づき県内市町村間の協力・

支援の調整を行う。 

また、一般社団法人岡山県産業廃棄物協会との「災害時にお

ける廃棄物処理の協力に関する協定」及び岡山県環境整備事業

協同組合との「災害時における災害し尿等の収集運搬の協力に

関する協定」に基づいて協力・支援の調整を行う。 

県域を越えた広域体制については、「全国都道府県における

災害時等の広域応援に関する協定」、「中国・四国地方の災害等

図 2.1.3修正 

・岡山市・倉

敷市内の廃棄

物処理業者の

情報集系統の

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状に合わせ

て一部内容の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※岡山市、倉敷市内の廃棄物処理業者の被害状況は両市から県県民局地域政策部環境課へ報告する。 

※

※ 
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岡山県（被災側）

連絡調整（協定等による）

国（環境省）

支援都道府県

連絡

調整

支援市町村

報告

要請

災害支援協定を

締結している場合※

要請／支援

（協定等による）

※政令指定都市間や姉妹都市関係にある市町村間では、直接協力・支援が行われる場合がある。

被災市町村

被災していない県内市町村

廃棄物事業者団体

建設事業者団体 等

廃棄物事業者

建設事業者 等

情報収集

指導･助言

報告

連絡

調整

要請／支援

（協定等による）

情報収集

指導･助言

連絡

調整

連絡

調整

廃棄物事業者団体

建設事業者団体 等

廃棄物事業者

建設事業者 等

連絡

調整

連絡調整

連絡

調整

県域を越えた広域体制については、「全国都道府県における

災害時等の広域応援に関する協定」、「関西広域連合と中国地方

知事会との災害時の相互応援に関する協定」、「中国・四国地方

の災害等発生時の広域支援に関する協定」、「中国５県災害等発

生時の広域支援に関する協定」及び兵庫県との「災害時の相互

応援に関する協定」に基づき、広域的な協力・支援の調整を行

う。 

 

図 2.1.5 災害廃棄物処理に係る協力・支援体制の概念図 

 

 

 

 

 

 

発生時の広域支援に関する協定」、「中国５県災害 等発生時の

広域支援に関する協定」及び兵庫県との「災害時の相互応援に

関する協定書」に基づき、広域的な協力・支援の調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5 災害廃棄物処理に係る協力・支援体制の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5修正 

・現状に合わ

せて一部内容

の修正 
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表 2.1.2 災害廃棄物処理に係る協定 

 

 

図 2.1.6 協力・支援協定締結団体との連絡・調整の手順 

 

(4) 他都道府県等からの受援体制の整備 

    県は、環境省（D-Waste.Net）、他都道府県、学識経験者から

の支援を想定し、表 2.1.3に示すような、各支援主体の廃棄物

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.6 協力・支援協定締結団体との連絡・調整の手順 

 

 

 

 

 

表 2.1.2追加 

・災害廃棄物

処理に係る協

定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.6修正 

・浄化槽団体

協に係る事項

を追加 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた内容を

追加 

 

 

 協定の名称 協定先 

県

内 

岡山県及び県内各市町村の災害時相互

応援協定 
県内 27市町村 

関

係

機

関 

災害時における廃棄物処理の協力に関

する協定 
一般社団法人岡山県産業廃棄物協会 

災害時における災害し尿等の収集運搬

の協力に関する協定 
岡山県環境整備事業協同組合 

災害時における浄化槽の点検等の協力

に関する協定 
一般社団法人岡山県浄化槽団体協議会 

県

外 

全国都道府県における災害時等の広域

応援に関する協定 
全国都道府県 

関西広域連合と中国地方知事会との災

害時の相互応援に関する協定 

関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳

島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市） 

中国・四国地方の災害等発生時の広域

支援に関する協定 

鳥取県、島根県、広島県、山口県、徳島

県、香川県、愛媛県、高知県 

中国５県災害等発生時の広域支援に関

する協定 
鳥取県、島根県、広島県、山口県 

災害時の相互応援に関する協定 兵庫県 
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処理に係る知識、経験等に応じた受援内容をあらかじめ整理し

ておく。 

表 2.1.3 受援業務（例） 

 

 

(5) 廃棄物処理施設等に関する情報の整理等 

災害時に必要となる次のアからウまでの情報について整理

し、市町村に情報提供するとともに、市町村から必要な情報を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 廃棄物処理施設等に関する情報の整理等 

災害時に必要となる次のアからウまでの情報について整理

し、市町村に情報提供するとともに、市町村から必要な情報を

 

 

 

 

表 2.1.3追加 

・ 受 援 業 務

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部表現の修

正 

 

 

 

 

支援主体 想定される支援 支援の詳細 備考 

環境省 

（D-Waste.Net） 

総合調整 ・発生量推計 

・県実行計画策定 

・国との連絡調整 

 

市町村への助言 ・仮置場設置・運営 

・処理方法 

・市町村実行計画策定 

・住民広報 

・説明会等での説明 

 

補助金 ・災害報告書作成  

他都道府県 総合調整 ・発生量推計 

・県実行計画策定 

・事務受託 

 

市町村への助言 ・仮置場設置・運営 

・処理方法 

・住民広報 

・説明会等での説明 

 

契約事務 ・契約事務 事務委託 

設計・積算 ・統一単価の設定 

・処理業務委託に係る

設計・積算 

 

事務委託 

窓口対応 ・問合せ対応  

学識経験者 進捗管理 ・発生量推計 

・仮置場設置・運営 

・処理方法 

・住民広報 

 

事後検証 ・課題の整理 

・発生原単位の算定 
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得て、県、市町村間で情報の共有を行う。 

 

図 2.1.7 県と市町村との情報の共有化 

 

ア 廃棄物処理施設に関する情報 

県内及び近隣県の一般廃棄物処理施設並びに災害廃棄物の

受入れ・処分が可能な産業廃棄物処理施設の処理能力、稼働状

況、受入れ条件等を把握して整理するとともに市町村に情報提

供を行う。 

イ 想定災害における災害廃棄物発生量等に関する情報 

想定される災害における災害廃棄物発生量等の推計を行い、

その結果を市町村に情報提供し、想定される災害における被害

規模について県と市町村とで情報を共有する。 

岡山県地域防災計画で想定した南海トラフ巨大地震及び断

層型地震における推計結果については、「岡山県災害廃棄物処

理計画に係る基礎調査報告書」（平成 27年３月岡山県環境文化

部）として取りまとめており、その概要は参考資料のとおりで

ある。 

また、ハザードマップ等により示された浸水想定に基づく推

計結果等についても、今後取りまとめを検討する。 

 

 

 

得て、県、市町村とで情報の共有を行う。 

 

図 2.1.7 県と市町村との情報の共有化 

 

ア 廃棄物処理施設に関する情報 

県内の一般廃棄物処理施設及び災害廃棄物の受入れ・処分が

可能な産業廃棄物処理施設の処理能力、稼働状況、受入れ条件

等を把握して整理するとともに市町村に情報提供を行う。 

 

イ 想定災害における災害廃棄物発生量等に関する情報 

想定される災害における災害廃棄物発生量等の推計を行い、

その結果を市町村に情報提供し、想定される災害における被害

規模について県と市町村とで情報を共有する。 

なお、岡山県地域防災計画で想定した南海トラフ巨大地震及

び断層型地震における推計結果については、「岡山県災害廃棄

物処理計画に係る基礎調査報告書」（平成 27年３月岡山県環境

文化部）として取りまとめており、その概要は表 2.1.2から表

2.1.10 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた一部内

容の修正 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた一部内

容の追加 
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表 2.1.2 岡山県地域防災計画で想定する災害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧表 2.1.2～ 

旧表 2.1.10 

・参考資料に

移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  想定地震名 津波 季節・時間

帯 

１ 南海トラフ巨大地震 堤防など直後破壊 冬18時 

２ 南海トラフ巨大地震 堤防など直後破壊 冬深夜 

３ 南海トラフ巨大地震 堤防など越流後破壊 冬18時 

４ 南海トラフ巨大地震 堤防など越流後破壊 冬深夜 

５ 山崎断層帯の地震 － 冬18時 

６ 那岐山断層帯の地震 － 冬18時 

７ 中央構造線断層帯の地震 － 冬18時 

８ 長者ヶ原断層－芳井断層の地震 － 冬18時 

９ 倉吉南方の推定断層の地震 － 冬18時 

10 大立断層・田代峠－布江断層の地震 － 冬18時 

11 鳥取県西部地震 － 冬18時 
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表 2.1.3 想定災害ごとの市区町村別災害廃棄物発生量（津波堆積物

を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：トン 

黄色部：11 ケースにおける当該市区町村の最大値 
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表 2.1.4 想定災害ごとの市区町村別津波堆積物発生量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：トン 

黄色部：津波が発生する４ケースにおける当該市区町村の最大

値 
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表 2.1.5 想定災害ごとの市区町村別仮置場必要面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ｍ２ 

黄色部：11 ケースにおける当該市区町村の最大値 
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表 2.1.6 想定災害ごとの市区町村別し尿発生量（当日及び１日後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：リットル／日 

黄色部：11 ケースにおける当該市区町村の最大値 
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表 2.1.7 想定災害ごとの市区町村別仮設トイレ必要数（当日及び１

日後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：基 

黄色部：11 ケースにおける当該市区町村の最大値 
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表 2.1.8 想定災害ごとの市区町村要焼却廃棄物量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：トン 

黄色部：11 ケースにおける当該市区町村の最大値 
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表 2.1.9 想定災害ごとの市区町村要埋立廃棄物量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：トン 

黄色部：11 ケースにおける当該市区町村の最大値 
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図 2.1.8は、想定される被害のうち災害廃棄物発生量が最大

となる南海トラフ巨大地震における災害廃棄物の処理フロー

を東日本大震災における宮城県及び岩手県における実績値を

基に作成したものである。 

このケースでは、可燃物の焼却を県内の既存の廃棄物処理施

設のみで行う場合、最短でも処理完了までに８年を要し、３年

間で処理を完了させようとした場合には、仮設焼却炉（処理能

力 100トン／日）を最小でも 10基設置する必要がある。 

 

表 2.1.10 想定災害ごとの処理必要年数 

 

 

 

図 2.1.8は、想定される被害のうち災害廃棄物発生量が最大

となる南海トラフ巨大地震における災害廃棄物の処理フロー

を東日本大震災における宮城県及び岩手県における実績値を

基に作成したものである。 

このケースでは、可燃物の焼却を県内の既存の廃棄物処理施

設のみで行う場合、最短でも処理完了までに８年を要し、３年

間で処理を完了させようとした場合には、仮設焼却炉（処理能

力 100トン／日）が最小でも 10基設置する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一部表現の

修正 
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一方、コンクリートがら（がれき類）及び柱角材（木くず）

については、県内の既存の産業廃棄物処理施設（破砕施設）の

処理能力の合計が、それぞれ約 47,600トン／日及び約 10,700

トン／日であり、その処理能力の 10％しか災害廃棄物を受け

入れないと仮定しても、約 1.5年で処理が完了する計算となる

が、処理後物の保管場所や利用状況により、受け入れを制限さ

れるおそれがあることに留意する。 

 

 

図 2.1.8 南海トラフ巨大地震における災害廃棄物の処理フロー例 

 

ウ 仮置場に関する情報 

仮置場の候補地については、市町村だけではなく県において

も利用可能な県有地を選定し、利用条件等を整理した上で市町

一方、コンクリートがら（がれき類）及び柱角材（木くず）

については、県内の既存の産業廃棄物処理施設（破砕施設）の

処理能力の合計が、それぞれ約 47,600トン／日及び約 10,700

トン／日であり、その処理能力の 10％しか災害廃棄物を受け

入れないと仮定しても、約 1.5 年で処理が完了する計算とな

り、産業廃棄物処理施設を活用することにより県内での処理が

十分に可能であると考えられる。 

 

 

図 2.1.8 南海トラフ巨大地震における災害廃棄物の処理フロー例 

 

ウ 仮置場に関する情報 

災害時に確保しなければならない災害廃棄物の仮置場の候

補地については、市町村だけではなく県においても利用可能な
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村に情報提供する。 

なお、仮置場には、被災住民が直接災害廃棄物を搬入する場

所、手作業、重機等により分別・選別作業を行う場所など、場

所によりその役割に違いがあるため、本計画においては仮置場

を表 2.1.4のとおり分類し、定義する。 

また、一つの場所が複数の種類の仮置場の役割を担う場合に

は、例えば「一次・二次仮置場」、「集積所・一次・二次仮置場」

などと呼ぶこととする。 

 

 

表 2.1.4仮置場の分類 

 

仮置場の役割を含めて、災害廃棄物の処理の流れを図示する

と図 2.1.9 のとおりとなる。この図において「中間処理場」、

「最終処分場」とは、平常時から廃棄物の中間処理、再資源化、

埋立処分を行っている場所である。 

 

 

 

 

 

県有地を選定し、優先順位付けを行い、利用条件等を整理した

上で市町村に情報提供する。 

なお、仮置場には、被災住民が直接災害廃棄物を搬入する場

所、手作業、重機等により分別・選別作業を行う場所など、場

所によりその役割に違いがあるため、本計画においては仮置場

を表 2.1.11のとおり分類し、定義する。 

また、一つの場所が複数の種類の仮置場の役割を担う場合に

は、例えば「一次・二次仮置場」、「集積所・一次・二次仮置場」

などと呼ぶこととする。 

 

表 2.1.11 仮置場の分類 

 

仮置場の役割を含めて、災害廃棄物の処理の流れを図示する

と図 2.1.9 のとおりとなる。この図において「中間処理場」、

「最終処分場」とは、平常時から廃棄物の中間処理、再資源化、

埋立処分を行っている場所である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.4修正 

・一部内容の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 役割 

集積所 
被災住民が災害廃棄物を直接搬入する場所であり、手作業による

簡単な分別作業は行うが、重機等による作業は行わない。 

一次仮置場 

手作業、重機等による分別・選別作業（簡単な破砕作業を含む。）

を行い、基本的な分別・選別を完了させる場所。被災住民が直接

搬入する場合や、集積所又は解体・撤去現場から搬入される。 

二次仮置場 
一次仮置場から搬入された災害廃棄物を集積し、中間処理（破砕、

焼却等）する場所。 

 

名称 役割 

集積所 
被災住民が災害廃棄物を直接搬入する場所であり、手作業による

簡単な分別作業は行うが、重機等による作業は行わない。 

一次仮置場 

手作業、重機等による分別・選別作業（簡単な破砕作業を含む。）

を行い、基本的な分別・選別を完了させる場所。集積所又は解体・

撤去現場から搬入される。 

二次仮置場 
二次仮置場から搬入された災害廃棄物を集積し、中間処理（破砕、

焼却等）する場所。 
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図 2.1.9 災害廃棄物の処理における仮置場の役割 

 

仮置場候補地の選定基準は、表 2.1.5のとおりである。 

県が設置、又は市町村に使用許可する仮置場は、一次又は二

次仮置場としての利用が可能であるものとする。 

なお、県では倉敷市児島味野に災害廃棄物仮置場用地（海技

大学校跡地）を取得している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.9 災害廃棄物の処理における仮置場の役割 

 

仮置場候補地の選定手順は、図 2.1.10のとおりである。 

なお、県が設置、又は市町村に使用許可する仮置場は、一次

又は二次仮置場としての利用が可能であるものとする。 

 

 

 

 

図 2.1.9修正 

・一部内容の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の現況を追

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 所在地 面積 用途 留意点 

海技大学校跡地 倉敷市児島味野4051番36 4,852m2 一次仮置場 門扉進入幅4m 
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表 2.1.5 仮置場候補地の選定基準 

 

 

図 2.1.10 仮置場候補地の選定手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.5 

・災害廃棄物

対策指針の改

訂内容を反映 
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図 2.1.10 仮置場候補地リストの作成例 

 

 

(6) 市町村が行う一般廃棄物処理施設整備に対する技術的援助 

市町村が循環型社会形成推進交付金等を活用して行う一般

廃棄物処理施設の整備に対して、既存の施設については耐震診

断を実施し、煙突の補強等耐震性の向上、不燃堅牢化、浸水対

策等が図られ、新設の施設については、耐震性、浸水対策等に

配慮した施設となるよう助言等を行う。 

 

 

図 2.1.11 仮置場候補地リストの作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 市町村が行う一般廃棄物処理施設整備に対する技術的援助 

市町村が循環型社会形成推進交付金等を活用して行う一般

廃棄物処理施設の整備に対して、既存の施設については耐震診

断を実施し、煙突の補強等耐震性の向上、不燃堅牢化、浸水対

策等が図られ、新設の施設については、耐震性、浸水対策等に

配慮した施設となるよう助言等を行う。 

 

図 2.1.10 

・面積の項目

を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム追加 

・平常時にお

ける仮置場候

補地選定の重

要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順

位 

名称 所在地 用途 留意点 

１ ◯◯工業団地 倉敷市●● 一次仮置

場 

24時間作業可能 

２ ▲▲学校跡地グラウン

ド 

岡山市北区△△ 一次仮置

場 

夜間作業不可 

３ ●●公園 玉野市○○ 二次仮置

場 

夜間作業不可 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 
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(7) 職員等に対する教育・訓練 

災害時に本計画が有効に機能し、円滑かつ迅速に対応できる

よう、平時から本計画やマニュアル類の内容について職員等に

周知するとともに、市町村職員等を含めて定期的に研修会や図

上訓練等を行う。 

また、災害時に被災市町村への派遣及び市町村で課題となっ

た事項に対して助言等を行うことを目的として、災害廃棄物処

理の実務経験者や廃棄物行政経験者をリストアップし、継続的

に更新する。 

 

(8) 市町村災害廃棄物処理計画の策定支援 

災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するためには、処理

の主体となる市町村が予め災害廃棄物処理計画を策定し、仮置

場候補地の選定等を行っておくことが重要である。 

したがって、市町村に計画策定に当たって必要となる想定被

害の基礎情報などを提供するとともに、市町村職員を対象とし

て計画策定の手順や留意事項などについての説明会を開催す

るなど、策定を支援する。 

 

  (9) 県民への啓発 

    市町村と連携し、平時から県民に対し、家庭における減災の

取組や退蔵品の適切な廃棄・リサイクルなどにより、災害廃棄

物の発生抑制を呼びかけるとともに、災害時における仮置場の

設置や適切な排出・分別方法など、市町村が行う災害廃棄物処

理に県民の協力が得られる啓発を行う。 

   

(6) 職員に対する教育・訓練 

災害時に本計画が有効に機能するよう、平常時から本計画の

記載内容について職員に周知するとともに、市町村職員を含め

て定期的に研修会、図上訓練等を行う。 

また、災害時に被災市町村等へ派遣することを目的として、

災害廃棄物処理の実務経験者や廃棄物行政経験者をリストア

ップし、継続的に更新する。 

 

 

 

(7) 市町村災害廃棄物処理計画の策定支援 

災害廃棄物が円滑かつ迅速に処理されるためには、処理の主

体となる市町村が予め災害廃棄物処理計画を策定し、仮置場候

補地の選定等を行っておくことが重要である。 

したがって、市町村に計画策定に当たって必要となる想定被

害の基礎情報などを提供するとともに、市町村職員を対象とし

て計画策定の手順や留意事項などについての説明会を開催す

るなど、策定を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部表現の修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部表現の修
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(10)関係事業者団体との情報共有 

     協定締結団体等、関係事業者団体に対して、災害時に円滑な

対応が行えるよう、業務継続計画策定等に関する情報など減災

対応等について情報共有を行う。 

 

(11)他都道府県で発生した災害への協力・支援 

     被災都道府県から被害状況、支援ニーズ等の情報収集を行

い、災害廃棄物の処理について協力・支援の要請があった場合

には、県内市町村及び廃棄物処理業者との調整を行うととも

に、必要に応じて職員の派遣を行う。  

 

 

図 2.1.11 中国５県災害等発生時の広域支援に関する協定での情報

収集例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 災害廃棄物対策 

２ 応急対応 

(9) 他都道府県への協力・支援 

被災都道府県から災害廃棄物発生量、支援ニーズ等の情報収

集を行い、災害廃棄物の処理について協力・支援の要請があっ

た場合には、県内市町村、廃棄物処理業者等との調整を行うと

ともに、必要に応じて職員の派遣を検討する。 

 

 

図 2.2.9 中国５県災害等発生時の広域支援に関する協定での情報収

集例 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた内容を

追加 
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２ プレ初動対応 

  風水害の場合は地震と異なり、一般的に台風の接近、前線の停滞

等の予兆がある。そのため、大雨等により災害発生が予想される場

合は、下記の対策を行う。 

 

 

  (1) 組織体制の確認 

組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制を確認する。 

特に夜間や土日・祝日に大雨等が予想される場合は、関係機

関と時間外に連絡がとれるよう互いの連絡先を共有しておく。 

 

(2) 市町村への助言、情報提供 

仮置場候補地について、状況の確認及び地元関係者等への事

前連絡を助言する。また、仮置場候補地は自衛隊の宿営地や避

難所、応急仮設住宅等への利用も想定されることから、関係部

局と調整を行うよう助言する。 

仮置場の早期設置や、管理・運営上の留意点、住民への広報

（災害廃棄物の排出・分別方法、仮置場設置場所、生活ごみ等

の分別方法、便乗ごみの排出や不法投棄の禁止等）の準備、そ

の他の災害廃棄物処理の初動対応の留意点についての助言、県

の災害廃棄物処理計画及びマニュアル類等の情報提供（再周

知）を行う。 

また、一般廃棄物処理施設等の人的・施設被害が最小限とな

るよう、職員の安全確保や浸水対策等を助言する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた内容を

追加 
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(3) 関係事業者団体への情報提供 

関係事業者団体に対して、予見される災害について情報提供す

るとともに、職員の安全確保や施設、車両等の浸水対策等につい

て注意喚起を行う。 

また、協定等に基づく要請に備え、必要な準備を依頼する。 

 

 

 (4) 仮置場の事前準備 

   平時に利用可能な県有地から選定した仮置場候補地について、

必要に応じて状況確認や地元関係者、関係部署との調整を行う。 
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第３ 発災後の災害廃棄物対策 

１ 応急対応 

１－１ 初動対応 

初動対応は、人命救助、被災者の健康確保を優先的に行う必要が

あり、被害状況の全貌が明らかになっていない時期の対応である。 

応急対応の中でも、特に優先的に行う初動対応をまとめる。 

初動対応段階を含めた応急対応段階及び復旧・復興段階において

行う事務の概要を時系列順に整理すると図 3.1.1のとおりとなる。 

 

 

 

２ 応急対応 

応急対応を実施する時期は、人命救助、被災者の健康確保を優先

的に行う必要があり、被害状況の全貌が明らかになっていない時期

である。 

応急対応段階及び復旧・復興段階において行う事務の概要を時系

列順に整理すると図 2.2.1のとおりとなる。 
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図 3.1.1 各段階の事務の概要 

 

(1) 組織体制、指揮命令系統の確立 

災害発生後、第２の１(1)のとおり県災害対策本部が設置さ

 

 

図 2.2.1 応急対応段階及び復旧・復興段階における事務の概要 

 

(1) 組織体制、指揮命令系統の確立 

災害発生後、１の(1)のとおり県災害対策本部が設置され、
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・７月豪雨を

踏まえた内容

の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた内容の

一部修正 

 



54 

 

れ、災害廃棄物の処理に関する事務は、環境文化部循環型社会

推進課が担当する。このため、災害廃棄物の処理に関する事務

について、循環型社会推進課長を統括責任者、同課一般廃棄物

班長を主担当者、資源循環推進班長及び産業廃棄物班長を副担

当者とし、各班員は所属班長の指示により事務を行うものとす

る。 

なお、被災規模が不明な場合は、可能な限り多数の班員を事

務に従事させるものとし、その後の災害規模に応じて体制を見

直すものとする。 

 

 

図 3.1.2 循環型社会推進課における災害時の事務処理体制 

 

    また、必要に応じて、平時にリストアップした他部署の災害

廃棄物処理の実務経験者や廃棄物行政経験者を従事させるよ

う所用の調整を行う。 

 

(2) 廃棄物処理施設等の被害状況の情報収集 

災害発生後、第２の１(2)の情報収集系統に従い、建物、廃

棄物処理施設の被害状況や仮置場の開設状況等の情報収集を

行う。 

災害廃棄物の処理に関する事務は、環境文化部循環型社会推進

課が担当する。このため、災害廃棄物の処理に関する事務につ

いて、循環型社会推進課長を統括責任者、同課一般廃棄物班長

を主担当者、資源循環推進班長及び産業廃棄物班長を副担当者

とし、各班員は所属班長の指示により事務を行うものとする。 

なお、市町村から地方自治法に基づき災害廃棄物の処理に関

する事務を受託した場合は、仮置場、仮設焼却炉の設置等の建

設工事を行うことがあるため、土木・建築職を含めた組織体制

とする。 

 

図 2.2.2 循環型社会推進課における災害時の事務処理体制 

 

 

 

 

 

(2) 廃棄物処理施設等の被害状況の情報収集 

災害発生後、１の(2)の情報収集系統に従い、建物、廃棄物

処理施設の被害状況等の情報収集を行う。 

これらの情報収集は、廃棄物処理施設の被害状況及び災害廃
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これらの情報収集は、廃棄物処理施設の被害状況及び災害廃

棄物の発生量の把握が完了し、災害廃棄物の処理体制が確立さ

れるまで繰り返し行う。 

なお、通信網の途絶や情報の錯綜等がある場合には、必要に

応じて市町村に職員を派遣し、積極的な情報収集を行う。 

また、国（環境省）が被災市町村を直接支援する場合は、上

記に準じ職員の派遣やテレビ会議の開催等により、確実な意思

疎通を図る。 

ア 建物被害等 

建物被害（倒壊、焼失、浸水等）状況については、市町村か

ら県災害対策本部に報告された被害情報を収集する。具体的に

は、岡山県総合防災情報システムに登録された情報や県災害対

策本部発表情報により把握する。 

イ 浸水範囲 

浸水範囲については、国土地理院が公表する浸水面積等によ

り把握する。 

ウ 避難所収容人数 

避難所に収容されている人数については、アと同様に、岡山

県総合防災情報システムに登録された避難所情報や県災害対

策本部発表情報により把握する。 

エ 一般廃棄物処理施設の被害 

市町村が設置する一般廃棄物処理施設の被害状況について

は、県県民局地域政策部環境課が市町村から情報収集し、同課

は循環型社会推進課に報告する。 

  オ 仮置場の開設状況 

    被災市町村における仮置場の開設状況については、県県民局

棄物の発生量の把握が完了し、災害廃棄物の処理体制が確立さ

れるまで繰り返し行う。 

 

 

 

 

 

 

ア 建物被害等 

建物被害（倒壊、焼失、浸水等）状況については、市町村か

ら岡山県県災害対策本部に報告された被害情報を収集する。具

体的には、岡山県総合防災情報システムに登録された情報によ

り把握する。 

イ 浸水範囲 

浸水範囲については、国土地理院が公表する浸水面積等によ

り把握する。 

ウ 避難所収容人数 

避難所に収容されている人数については、アと同様に、岡山

県総合防災情報システムに登録された避難所情報により把握

する。 

エ 一般廃棄物処理施設の被害 

市町村及び一部事務組合が設置する一般廃棄物処理施設の

被害状況については、県県民局地域政策部環境課が市町村等か

ら情報収集し、同課は循環型社会推進課に報告する。 
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地域政策部環境課が市町村から情報収集し、同課は循環型社会

推進課に報告する。 

カ 産業廃棄物処理施設等の被害 

災害廃棄物の処理が可能な産業廃棄物処理業者等の廃棄物

処理施設の被害状況については、県県民局地域政策部環境課が

廃棄物処理施設設置者から情報収集し、同課は循環型社会推進

課に報告する。 

   なお、岡山市及び倉敷市内の廃棄物処理施設の被害状況につ

いては、県県民局地域政策部環境課が両市から情報収集する。 

キ 仮置場候補地の被害等 

県の仮置場候補地の被害状況や利用計画については、循環型

社会推進課が当該候補地の土地管理担当課から情報収集する。 

ク 協力・支援協定締結団体の被害 

協力・支援協定締結団体の会員の被害状況については、循環

型社会推進課が当該団体から情報収集する。 

 

(3) 災害廃棄物発生量等の推計 

災害発生後、仮置場への災害廃棄物の搬入が進んでいない初

期段階においては、建物被害状況等から災害廃棄物発生量等の

推計を開始し、その結果を基に処理体制構築の検討を行う。 

ア 災害廃棄物（津波堆積物を除く。）発生量 

災害廃棄物（津波堆積物を除く。）発生量は、建物被害棟数

から次の式及び図 3.1.3の手順により推計する。 

 

 

 

オ 産業廃棄物処理施設の被害 

災害廃棄物の処理が可能な産業廃棄物処理施設の被害状況

については、県県民局地域政策部環境課が産業廃棄物処理施設

設置者から情報収集し、同課は循環型社会推進課に報告する。 

 

 

 

カ 仮置場候補地の被害 

県の仮置場候補地の被害状況については、当該候補地の土地

管理担当課から循環型社会推進課が情報収集する。 

キ 協力・支援協定締結団体の被害 

協力・支援協定締結団体の会員の被害状況については、循環

型社会推進課が当該団体から情報収集する。 

 

(3) 災害廃棄物発生量等の推計 

災害発生後、仮置場への災害廃棄物の搬入が進んでいない初

期段階においては、建物被害状況等から災害廃棄物発生量等を

推計し、その結果を基に処理体制構築の検討を行う。 

ア 災害廃棄物（津波堆積物を除く。）発生量 

災害廃棄物（津波堆積物を除く。）発生量は、建物被害棟数

から次の式及び図 2.2.3の手順により推計する。 
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図 3.1.3 災害廃棄物発生量の推計手順 

 

表 3.1.1 発生原単位Ａ（トン／棟） 

 

 

表 3.1.2 発生原単位Ｂ（トン／棟） 

 

 

図 2.2.3 災害廃棄物発生量の推計手順 

 

表 2.2.1 発生源単位Ａ（トン／棟） 

 

 

表 2.2.2 発生源単位Ｂ（トン／棟） 

 

図 3.1.3修正 

・誤字の訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.1修正 

・誤字の訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.2修正 

・誤字の訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    災害廃棄物発生量（トン）＝Σ（建物被害棟数（棟）×発生原単位（トン／棟）） 

 

 

 

 

 

 

 

建物被害棟数（全壊、半壊）

建物被害棟数（焼失）

建物被害棟数（浸水）

発生源単位Ａ

発生源単位Ｃ

発生源単位Ｂ

災害廃棄物発生量（全壊、半壊）

災害廃棄物発生量（浸水）

災害廃棄物発生量（焼失） 災害廃棄物発生量

   災害廃棄物発生量（トン）＝建物被害棟数（棟）×発生源単位（トン／棟）  
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表 3.1.3 発生原単位Ｃ（トン／棟） 

 

 

イ 津波堆積物発生量 

津波堆積物発生量については、次の式により推計する。 

なお、発生原単位は、東日本大震災における宮城県及び岩手

県での発生量を用いる。   

 

 

ウ 仮置場必要面積 

仮置場必要面積については、ア及びイで推計した災害廃棄物

発生量を基に次式により推計する。 

なお、災害廃棄物は順次処理が進められるため、仮置場とし

て必要とされる面積の全てを同時に確保する必要はないこと

から、仮置場面積の 50％を仮置場必要面積とする。 

 

表 2.2.3 発生源単位Ｃ（トン／棟） 

 

 

イ 津波堆積物発生量 

津波堆積物発生量については、次の式により推計する。 

なお、発生源単位は、東日本大震災における宮城県及び岩手

県での発生量を用いる。 

 

 

ウ 仮置場必要面積 

仮置場必要面積については、ア及びイで推計した災害廃棄物

発生量を基に次式により推計する。 

なお、災害廃棄物は順次処理が進められるため、仮置場とし

て必要とされる面積の全てを同時に確保する必要はないこと

から、仮置場面積の 50％を仮置場必要面積とする。 

 

表 3.1.3修正 

・誤字の訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     津波堆積物発生量（トン）＝津波浸水面積（ｍ２）×0.024（トン／ｍ２）※  

         ※発生原単位 

 

仮置場面積（ｍ２）＝災害廃棄物発生量（トン）÷見かけ比重（トン／ｍ３）÷ 

積上げ高さ（ｍ）×（１＋作業スペース割合） 

見かけ比重：可燃物0.4（トン／ｍ３）、津波堆積物1.46（トン／ｍ３）、それ以外1.1（トン／ｍ３） 

積上げ高さ：５ｍ、作業スペース割合：１ 

 

 仮置場必要面積（ｍ２）＝仮置場面積（ｍ２）×50％  

     津波堆積物発生量（トン）＝津波浸水面積（ｍ２）×0.024（トン／ｍ２）※  

         ※発生源単位 

 

仮置場面積（ｍ２）＝災害廃棄物発生量（トン）÷見かけ比重（トン／ｍ３）÷ 

積上げ高さ（ｍ）×（１＋作業スペース割合） 

見かけ比重：可燃物0.4（トン／ｍ３）、津波堆積物1.46（トン／ｍ３）、それ以外1.1（トン／ｍ３） 

積上げ高さ：５ｍ、作業スペース割合：１ 

 

 仮置場必要面積（ｍ２）＝仮置場面積（ｍ２）×50％  
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エ し尿発生量 

災害発生時の避難所におけるし尿発生量については、次式に

より推計する。 

 

 

(4) 関係機関への連絡 

建物、廃棄物処理施設の被害情報等については、国の災害廃

棄物対策の窓口となる環境省中国四国地方環境事務所に適時

連絡するとともに、県内市町村及び県の協力・支援協定締結団

体に連絡し、協力・支援の調整に備える。 

 

 

(5) 関係機関との協力・支援の調整 

県内で発生した災害廃棄物については、県内での処理を基本

とし、市町村から災害廃棄物の処理について協力・支援の要請

があった場合には、県内の被災していない一般廃棄物処理施設

における受入調整、県の協力・支援協定締結団体である一般社

団法人岡山県産業廃棄物協会及び岡山県環境整備事業協同組

合との協力・支援の調整を行う。 

人材や資機材が不足し、県内だけでは災害廃棄物処理のため

の十分な体制が構築できない場合は、速やかに受援体制を整

え、他都道府県等との災害時応援協定※や、災害廃棄物対策中

国ブロック協議会で策定した大規模災害発生時における中国

ブロック災害廃棄物対策行動計画に基づき、環境省や他都道府

県、廃棄物処理業者団体等に支援（廃棄物処理の受入れ、収集

エ し尿発生量 

災害発生時の避難所におけるし尿発生量については、次式に

より推計する。 

 

 

(4) 関係機関への連絡 

建物、廃棄物処理施設等の被害情報及び災害廃棄物発生量推

計値については、国の災害廃棄物対策の窓口となる環境省中国

四国地方環境事務所に適時連絡するとともに、県内市町村及び

県の協力・支援協定締結団体に連絡し、協力・支援の調整に備

える。 

 

(6) 市町村からの要請に基づく関係機関との協力・支援の調整 

県内で発生した災害廃棄物については、県内での処理を基本

とし、市町村から災害廃棄物の処理について協力・支援の要請

があった場合には、県内の被災していない一般廃棄物処理施設

における受入調整、県の協力・支援協定締結団体である一般社

団法人岡山県産業廃棄物協会及び岡山県環境整備事業協同組

合との協力・支援の調整を行う。 

協力・支援要請の必要性については、災害廃棄物発生量、処

理スケジュール等を考慮して、図 2.2.5のとおり判断する。 

なお、処理完了期限については、最長でも災害発生時点から

３年以内とし、具体的には、災害発生後に被災状況、災害廃棄

物発生量等を考慮して設定する。 

また、国が災害廃棄物処理指針を策定した場合には、当該指
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    し尿発生量（リットル）＝避難所収容人数（人）×1.7（リットル／人）※  

   ※１人１日当たりのし尿排出量 

    し尿発生量（リットル）＝避難所収容人数（人）×1.7（リットル／人）※  

   ※１人１日当たりのし尿排出量 
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運搬車両等資機材の提供、人員派遣等）を要請するものとし、

県域を越えた広域的な処理の調整を行う。 

協力・支援要請の必要性については、災害廃棄物発生量、処

理スケジュール等を考慮して、図 3.1.4のとおり判断する。 

なお、「県災害時広域受援・市町村支援計画」に基づき、図

3.1.5のとおり全国知事会等との総合調整や環境省災害対策現

地情報連絡員（リエゾン）の受入を県災害対策本部の受援調整

部が行うため、連携を密にする。 

また、被災市町村が行う生活ごみやし尿等の処理について協

力・支援の要請があった場合にも、滞りなく処理が行われるよ

う、災害廃棄物の処理と同様に協力・支援の調整を行う。 

さらに、必要に応じて、国に対し、補助対象の拡大や補助率

の嵩上げなどの支援を要望する。 

 

 

 

図 3.1.4 協力・支援要請の判断フロー 

 

針において定められた処理完了期限内の期間において期限を

設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5 協力・支援要請の判断フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4修正 

・７月豪雨を

踏まえた内容

の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村

被災状況に応じて災害廃

棄物の処理スケジュール

（処理完了期限）を設定

困難

市町村の一般廃棄物処理

施設、市町村の協力・支

援協定締結団体等の処理

能力から市町村における

期限内での処理完了の可

能性を判断

県内の一般廃棄物処理施

設及び産業廃棄物処理施

設の処理能力から県内廃

棄物処理施設における期

限内での処理完了の可能

性を判断

県外広域処理及び仮設処理

施設等の設置

県・市町村県市町村

困難

市町村での処理

可能

県内での処理

可能

要請
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図 3.1.5 受援体制図（岡山県災害時広域受援・市町村支援計画より） 

 

(6) 市町村が行う災害廃棄物処理に対する技術的援助 

市町村が行う災害廃棄物の処理に対して、適正かつ円滑・迅

速な処理であること、最大限に再生利用、減量化等が図られた

処理であることなどの観点から、仮置場の設置・管理、分別・

再資源化、災害に便乗した不適正処理の監視・指導に関するこ

となどについての助言や、災害廃棄物の処理委託が可能な産業

廃棄物処理施設等に関する情報提供等を行う。 

災害等補助金については、事業実施後に写真等の資料、各種

の契約関係書類等によって被災の事実、災害廃棄物等の処理状

況等をとりまとめ、災害査定を受けることになるため、被害の

概要、程度及び災害廃棄物等の発生状況を詳細に示す写真や記

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 市町村が行う災害廃棄物処理に対する技術的援助 

市町村が行う災害廃棄物の処理に対して、適正な処理である

こと、円滑かつ迅速な処理であること、最大限に再生利用、減

量化等が図られた処理であることなどの観点から、仮置場の設

置・管理、分別・再資源化、災害に便乗した不適正処理の監視・

指導に関することなどについて助言や災害廃棄物の処理委託

が可能な産業廃棄物処理施設等に関する情報提供等を行うと

ともに市町村廃棄物処理実行計画の策定を支援する。 

また、市町村が行う災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄

物処理施設災害復旧事業費補助金の交付申請等事務について

支援を行う。 

図 3.1.5追加 

・受援体制図 
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録等を残すとともに、事業実施にあたっては、事業実施状況や

処理実績を示す資料を整理しておく必要があることを念頭に

置き、災害廃棄物処理対応を行うよう助言する。図 3.1.6に災

害報告書に添付する資料を示す。 

市町村に多量の災害廃棄物が発生又は職員が被災し、災害廃

棄物処理業務の適正かつ円滑・迅速な遂行に支障が生じ、又は

生じるおそれがあり、当該市町村から職員派遣の要請があると

きは、県は必要とする人員の詳細（従事する業務、人数、派遣

期間等）を取りまとめた上で、県県民局地域政策部環境課等の

職員を派遣し、被災市町村に直接助言等支援を行う。また、必

要に応じて、平時に作成した災害廃棄物処理の実務経験者や廃

棄物行政経験者リスト等を踏まえた対策チームを設置し、市町

村で課題となった事項に対して助言等を行う。 

なお、県の人的資源が不足している場合は、他地方公共団体

から職員派遣を調整することとする。 
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図 3.1.6 災害報告書に添付する資料 

 

(7) 支援要請及び受援体制の構築 

災害発生後、災害規模が大きく、災害廃棄物処理の事務に関

する県の人的資源が不足する場合、全国知事会等を通じて支援

を要請（プッシュ型支援も含む。）する。 

また、必要に応じて環境省に対し、D.Waste-Netによる支援

等を要請する。 

受援に当たっては、受援調整部と調整を行うとともに、受入

までに準備すべき事項、配慮すべき事項を表 3.1.4に示す。 
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表 3.1.4 事前に準備すべき事項、配慮すべき事項 

 

(8) 県民への広報 

収集した被害状況・仮置場の開設状況・災害廃棄物発生量推

計等の情報や、適切な排出・分別方法など災害廃棄物の適正処

理に資する情報を、市町村と連携して一元的に県民に広報し、

廃棄物の適正な排出・分別等を促進する。 

 

  (9) 災害廃棄物処理対応の記録 

災害廃棄物処理対応終了後に本計画の見直し等のため、処理

に係る記録を整理することを想定して、災害廃棄物処理に係る

対応を行った職員は、対応状況について記録を残す。特に、発

災直後の混乱期の資料が失われやすいので意識して残すとと

もに、時間の経過とともに資料の散逸や、記憶の忘却などが起

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.4追加 

・事前に準備

すべき事項、

配慮すべき事
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項目 準備内容 

スペースの確保 ・支援者が執務できるスペースや、活動拠点における作業スペース、

待機・休憩スペースを可能な限り提供する。 

・可能な範囲で、支援側の駐車スペースを確保する。 

資機材等の提供  ・パソコン、プリンター、車両等については支援側での対応を基本と

するが、執務を行う上で必要な文具や資機材を可能な範囲で提供す

る。 

執務環境の整備 ・執務できる環境として、可能な範囲で机、椅子、電話、インターネ

ット回線等を用意する。 

宿泊場所に関する 

あっせん等 

・支援者の宿泊場所の確保については、支援側での対応を基本とする

が、紹介程度は行う。また、必要に応じてあっせんする。 

・被害状況によってホテル等の確保が困難な場合は、避難所となって

いない公共施設や庁舎等の会議室、避難所の片隅等のスペースの提

供を検討するとともに、布団等を準備する。 

・長期的な支援を受ける場合には、支援者のための住まいを確保する

ことも検討する。（東日本大震災では、支援者のために仮設住宅を

確保した事例もある。） 
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こるため、可能な限り早期に記録として編集する。 

   

 

１－２ 応急対応 

応急対応を実施する時期は、避難所生活が本格化し、被害状況の

全貌がおおよそ明らかになる時期である。 

なお、第３の１－１初動対応で掲載した対応事項は再掲しない

が、対応中又は未対応の事項については引き続き対応する。 

 

(1) 組織体制の強化 

    第３の１－１(1)のとおり組織体制、指揮命令系統を確立し

た後に、災害規模が大きく対応が困難な場合等は、他部署から

の応援や災害廃棄物処理の知見を有する民間業者への委託を

含めた組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制の強化・

見直しを行う。 

なお、市町村から地方自治法に基づき災害廃棄物の処理に関す

る事務を受託した場合は、仮置場、仮設処理施設の設置等の建設

工事を行うことがあるため、土木・建築職を含めた組織体制とす

る。 

 

(2) 災害廃棄物発生状況の情報収集 

災害廃棄物の発生量については、第３の１－１(3)の方法に

より建物被害状況等から推計を行うが、これは簡易な式による

推計であるために実際の発生量との乖離もあり得ることから、

可能な限りトラックスケールの使用等による客観的な把握方

法を市町村に助言するとともに、被災現場や仮置場の状況等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 災害廃棄物発生状況の情報収集 

   災害廃棄物の発生量については、前記(3)の方法により建物

被害状況等から推計を行うが、これは簡易な式による推計であ

るために実際の発生量との乖離もあり得ることから、被災現場

や仮置場で確認された災害廃棄物の発生状況等について市町

村から情報収集し、推計値を検証、修正することにより、適宜、
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ついて市町村から情報収集し、推計値を検証、修正することに

より、適宜、より精度の高い発生量の把握を行う。 

 

図 3.1.7 災害廃棄物発生量の検証手順 

 

 

 

(3) 処理方針等の策定 

    大規模災害発生時において、災害廃棄物の発生状況等を勘案

し、必要に応じて全体的な処理期間、処理方法等の処理方針を

定める。 

災害廃棄物の処理に当たっては、適正かつ円滑・迅速に処理

することを原則としつつ、平時と同様に、再使用、再生利用、

熱回収、適正処分の処理順位により処理を行うこととする。 

また、環境負荷の大きい焼却処分及び最終処分の量を可能な

限り少なくすることとする。 

処理完了期間については、最長でも災害発生時点から３年以

内とし、具体的には、災害発生後に被災状況、災害廃棄物発生

量等を考慮して設定する。 

なお、災害廃棄物の処理及び被災家屋の解体、撤去の進捗等

を踏まえて適宜見直すこととする。 

国が災害廃棄物処理指針を策定した場合には、当該指針にお

いて定められた処理完了期限内において期間を設定する。 

より精度の高い発生量の把握を行う。 

 

 

図 2.2.4 災害廃棄物発生量の検証手順 

 

(8) 災害廃棄物の処理に関する事務の受託 

ウ 災害廃棄物処理実行計画の策定 

(ｲ) 処理方針 

災害発生後、災害廃棄物の発生状況等を勘案して、処理期

間、処理方法等の処理方針を定める。 

災害廃棄物の処理に当たっては、円滑かつ迅速に処理する

ことを原則としつつ、 平常時と同様に、再使用、再生利用、

熱回収、適正処分の処理順位により処理を行うこととする。 

また、環境負荷の大きい焼却処分及び最終処分の量を可能

な限り少なくすることとする。 

なお、災害廃棄物の処理は県内での処理を基本とし、既存

の県内廃棄物処理施設での目標期限内での処理完了が困難

な場合には、隣県等に協力・支援を要請して県外広域処理を

検討するとともに仮設焼却炉等の設置も検討することとす

る。 
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災害廃棄物の処理は県内での処理を基本とし、既存の県内廃

棄物処理施設での目標期間内での処理完了が困難な場合には、

隣県等に協力・支援を要請して県外広域処理を検討・調整する

とともに仮設処理施設等の設置も検討・調整することとする。 

 

(4) 市町村が行う災害廃棄物処理に対する技術的援助 

    災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するため、市町村災

害廃棄物処理実行計画の策定を支援する。 

必要に応じて県、被災市町村、国（環境省）、廃棄物処理業

者団体による会議を開催し、災害廃棄物処理、災害等補助金制

度及び公費解体等の概要や留意点の説明、県が収集した情報の

提供や、情報の集約及び調整等を行う。 

また、市町村が行う公費解体・土砂混じりがれきの撤去につ

いて、必要に応じて標準となる施工単価等を情報提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 市町村が行う災害廃棄物処理に対する技術的援助 

市町村が行う災害廃棄物の処理に対して、適正な処理であるこ

と、円滑かつ迅速な処理であること、最大限に再生利用、減量化

等が図られた処理であることなどの観点から、仮置場の設置・管

理、分別・再資源化、災害に便乗した不適正処理の監視・指導に

関することなどについて助言や災害廃棄物の処理委託が可能な

産業廃棄物処理施設等に関する情報提供等を行うとともに市町

村廃棄物処理実行計画の策定を支援する。 

また、市町村が行う災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物

処理施設災害復旧事業費補助金の交付申請等事務について支援

を行う。 
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(5) 予算の確保 

    組織体制強化のための災害廃棄物処理の知見を有する業者

への委託や、市町村からの事務受託を行う場合等、業務を進め

る上で必要な予算の確保や執行を行う。 

特に災害対応に係る予算確保に当たっては全庁的なとりま

とめが行われるため、財政当局との連携を密に行い、時期を逸

することのないよう留意する。 

 

(6) 災害廃棄物の処理に関する事務の受託 

    災害廃棄物処理主体である市町村が災害により甚大な被害

を受けた場合、市町村による災害廃棄物の処理が困難となる場

合がある。このような場合、市町村は地方自治法に基づいて県

に事務を委託することが可能であり、市町村からの要請を受

け、県は、市町村の被害状況、災害廃棄物の発生量等を勘案し

て、市町村による処理が困難であると認められる場合には、災

害廃棄物の処理に関する事務を受託し、県が処理を代行する。 

   ア 事務受託手続 

     事務を受託する場合、地方自治法第 252 条の 14 の規定に

より市町村との協議の上、規約を定める必要がある。また、

規約については、県及び市町村、双方の議会の議決が必要で

ある。 

     なお、県及び市町村の事務負担を軽減するため、災害廃棄

物の種類、量が変化しても対応できる包括的な規約とし、詳

細は別途協議により対応することが望ましい。 

     また、規約の議決に合わせて、県及び市町村、双方で原則、

受託した事務の執行に係る補正予算についても議決が必要

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 災害廃棄物の処理に関する事務の受託 

災害廃棄物の処理主体である市町村が災害により甚大な被

害を受けた場合、市町村による災害廃棄物の処理が困難となる

場合がある。このような場合、市町村は地方自治法に基づいて

県に事務を委託することが可能であり、県は、市町村の被害状

況、災害廃棄物の発生量等を勘案して、市町村による処理が困

難であると認められる場合には、災害廃棄物の処理に関する事

務を受託し、県が処理を代行する。 

ア 事務受託手続 

事務を受託する場合、地方自治法第 252 条の 14 の規定に

より市町村との協議の上、規約を定める必要がある。また、

規約については、県及び市町村、双方の議会の議決が必要で

ある。 

なお、市町村の事務負担を軽減するため、災害廃棄物の種

類、量が変化しても対応できる包括的な規約とし、詳細は別

途協議により対応することが望ましい。 
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となることに留意する。 

 

図 3.1.8 事務委託手順 

 

委託に係る具体的な事務の内容については、表 3.1.5のよ

うなものが想定される。 

 

表 3.1.5 想定される委託事務の内容 

 

 

 

 

イ 体制の確立 

     災害時における災害廃棄物の処理に関する事務は循環型

社会推進課が行うが、市町村から災害廃棄物の処理に関する

 

 

図 2.2.6 事務委託手順 

 

また、委託に係る具体的な事務の内容については、表 2.2.4

のようなものが想定される。 

 

表 2.2.4 委託事務の内容 

 

イ 体制の確立 

災害時における災害廃棄物の処理に関する事務は循環型

社会推進課が行うが、市町村から災害廃棄物の処理に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.5修正 

・７月豪雨を

踏まえた内容

の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状に合わせ

て一部内容の

修正 

 

 

災害廃棄物の収集運搬 

仮置場の設置、管理及び運営 

災害廃棄物の処分 

災害廃棄物処理実行計画の策定 

 

災害廃棄物の収集運搬 

仮置場の設置、管理及び運営 

災害廃棄物の処分 

 ‐廃自動車 

 ‐廃家電製品 

 ‐ＰＣＢ等の特別管理産業廃棄物 

 ‐その他の災害廃棄物 

災害廃棄物処理実行計画の策定 
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事務を受託した場合、平時の循環型社会推進課の人員では対

応が困難である。このため、災害廃棄物処理の実務経験者や

廃棄物行政経験者及び土木・建築職員を確保するとともに、

受援調整部を通じて他都道府県に災害対策経験者の派遣要

請等を行い、体制を強化する。 

 

   ウ 災害廃棄物処理実行計画の策定 

     災害廃棄物の処理は計画的に進める必要があるため、本計

画に基づいて災害廃棄物処理実行計画を策定する。 

    (ｱ) 計画の位置付け 

      災害廃棄物処理実行計画とは、災害発生後、被災状況に

応じた処理の基本方針を含む災害廃棄物の具体的な処理

作業を定めるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務を受託した場合、平常時の循環型社会推進課の人員では

対応が困難である。このため、土木・建築職員を確保すると

ともに、環境省中国四国地方環境事務所に災害対策経験者の

派遣要請等を行い、体制を強化する。 

 

 

ウ 災害廃棄物処理実行計画の策定 

災害廃棄物の処理は計画的に進める必要があるため、本計

画に基づいて災害廃棄物処理実行計画を策定する。 

(ｱ) 計画の位置付け 

災害廃棄物処理実行計画とは、災害発生後、国が策定す

る災害廃棄物処理指針等を踏まえて、被災状況に応じた処

理の基本方針を含む災害廃棄物の具体的な処理作業を定

めるものである。 

(ｲ) 処理方針 

災害発生後、災害廃棄物の発生状況等を勘案して、処理

期間、処理方法等の処理方針を定める。 

災害廃棄物の処理に当たっては、円滑かつ迅速に処理す

ることを原則としつつ、 平常時と同様に、再使用、再生

利用、熱回収、適正処分の処理順位により処理を行うこと

とする。 

また、環境負荷の大きい焼却処分及び最終処分の量を可

能な限り少なくすることとする。 

なお、災害廃棄物の処理は県内での処理を基本とし、既

存の県内廃棄物処理施設での目標期限内での処理完了が

困難な場合には、隣県等に協力・支援を要請して県外広域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた内容の

一部修正等 
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(ｲ) 発生量、要処理量 

      災害発生後に行った発生量の推計値については、前記(2)

の手順により、その後に収集した情報に基づき適宜修正し、

実態を反映した数値となるよう見直しを行う。 

廃棄物の種類別の発生量、要処理量は、トラックスケール

での重量管理を行うことを基本とし、計量設備のない仮置場

の災害廃棄物については、簡易測量により体積を把握して比

重を掛け合わせて重量換算し、これに今後行われる被災家屋

の解体・撤去等によって発生すると見込まれる量を加えて、

推計値の検証、見直しを行う。 

(ｳ) 廃棄物処理施設の状況 

     県内の廃棄物処理施設の稼働状況、処理可能量を調査す

る。 

(ｴ) 処理スケジュール 

     被災状況、災害廃棄物発生量、廃棄物処理施設の処理可能

量等を踏まえ、処理スケジュールを作成する。 

     また、施設の復旧状況や稼働状況、処理見込量、被災家屋

の解体・撤去の進捗、資機材の確保状況等に応じて適宜見直

しを行う。 

(ｵ) 処理フロー 

災害廃棄物の処理方針、発生量・要処理量等を踏まえ、災

害廃棄物の種類別に分別、中間処理、最終処分の方法を一連

の流れで示した処理フローを作成する。 

 

処理を検討するとともに仮設焼却炉等の設置も検討する

こととする。 

 (ｳ) 発生量、要処理量 

災害発生後に行った発生量の推計値については、前記(5)

の手順により、その後に収集した情報に基づき適宜修正し、

実態を反映した数値となるよう見直しを行う。 

廃棄物の種類別の発生量、要処理量は、トラックスケール

での重量管理を行うことを基本とし、計量設備のない仮置場

の災害廃棄物については、簡易測量により体積を把握して比

重を掛け合わせて重量換算し、これに今後行われる解体・撤

去等によって発生すると見込まれる量を加えて、推計値の検

証、見直しを行う。 

(ｴ) 廃棄物処理施設の状況 

県内の廃棄物処理施設の稼働状況、処理可能量を調査す 

る。 

(ｵ) 処理スケジュール 

被災状況、災害廃棄物発生量、廃棄物処理施設の処理可能

量等を踏まえ、処理スケジュールを作成する。 

また、施設の復旧状況や稼働状況、処理見込量、資機材の

確保状況等に応じて見直しを行う。 

 

(ｶ) 処理フロー 

災害廃棄物の処理方針、発生量・要処理量等を踏まえ、災

害廃棄物の種類別に分別、中間処理、最終処分の方法を一連

の流れで示した処理フローを作成する。 
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図 3.1.9 処理フローの例 

 

なお、処理フローの基本となる災害廃棄物の種類別の処分方

法及び留意事項は表 3.1.6のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.7 処理フローの例 

 

なお、処理フローの基本となる災害廃棄物の種類別の処分方

法及び留意事項は表 2.2.5のとおりである。 
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表 3.1.6 災害廃棄物の種類別の処分方法及び留意事項 

 

表 2.2.5 災害廃棄物の種類別の処分方法及び留意事項 

 

 

表 3.1.6修正 

・災害廃棄物

対策指針の改

訂内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害廃棄物の種類 処分方法・留意事項 

混合廃棄物 

有害廃棄物や危険物を優先的に除去し、再資源化が可能な木くず、

コンクリートがら、金属くずなどを抜き出し、トロンメルやスケ

ルトンバケットにより土砂を分離した後、同一の大きさに破砕し、

選別（磁力選別、比重差選別、手選別など）を行う。 

木くず 
前処理としてトロンメルやスケルトンバケットにより付着土砂等

の分離を行い、破砕して燃料等として再資源化を行う。 

廃タイヤ 破砕（チップ化）し、燃料等として再資源化を行う。 

廃プラスチック類 
再資源化又は埋立処分する。なお、やむを得ず焼却処分する場合

でもポリ塩化ビニルの混入に留意する。 

金属くず 製鉄原料として再資源化する。 

コンクリートがら 破砕し、土木資材として再資源化する。 

一般ごみ 焼却処分する。 

廃畳 

破砕後に焼却処分する。畳は自然発火による火災の原因となりや

すいため、高く積み上げないよう注意する。また腐敗による悪臭

が発生するため、迅速に処理する。 

廃布団 焼却処分する。 

石膏ボード、スレート

板などの建材 

石綿を含有するもの及びそのおそれがあるものについては適切に

処理を行い、石綿を使用していないものについては再資源化に努

める。建材が製作された年代や石綿使用の有無のマークを確認し、

処理方法を判断する。バラバラになったものなど、石膏ボードと

判別することが難しいものがあるため、判別できないものを他の

廃棄物と混合せずに別保管するなどの対策が必要である。 

廃石綿等 
原則として仮置場に搬入せず、二重梱包等の適切な処理を行った

上で、埋立処分、溶融処理を行う。 

テトラクロロエチレン

等 

埋立処分基準を超えるテトラクロロエチレンを含む汚泥等につい

ては、焼却処分を行う。 

廃家電製品 

家電リサイクル法の対象物については、他の廃棄物と分けて回収

し、家電リサイクル法に基づき製造事業者等に引き渡してリサイ

クルする。特に冷蔵庫や冷凍庫については内部の生ごみの分別を

徹底する。製造業者等に支払う引渡料金は原則として国庫補助の

対象となるが、１台ごとにリサイクル券の貼付けが必要である。

一方、過去の災害では、津波等で形状が大きく変形した家電リサ

イクル法対象物については、破砕して焼却処分を行った事例もあ

る。また、携帯電話、パソコン、デジタルカメラ、電子レンジ等

の小型家電リサイクル法の対象物については、同法の認定業者に

引き渡してリサイクルする。 

ＰＣＢ廃棄物 

所有者が判明しているものについては、ＰＣＢ保管事業者に引き

渡す。所有者不明のものについては、ＰＣＢ濃度の測定を行い、

判明した濃度に応じて岡山県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画

に基づき処分する。 

津波堆積物 
トロンメルやスケルトンバケットにより混合廃棄物を除去し、土

木資材として再資源化する。 

 

災害廃棄物の種類 処分方法・留意事項 

混合廃棄物 

有害廃棄物や危険物を優先的に除去し、再資源化が可能な木く

ず、コンクリートがら、金属くずなどを抜き出し、トロンメルや

スケルトンバスケットにより土砂を分離した後、同一の大きさに

破砕し、選別（磁力選別、比重差選別、手選別など）を行う。 

木くず 
前処理としてトロンメルやスケルトンバスケットにより付着土

砂等の分離を行い、破砕して燃料等として再資源化を行う。 

廃タイヤ 破砕（チップ化）し、燃料等として再資源化を行う。 

廃プラスチック類 再資源化又は埋立処分する。 

金属くず 製鉄原料として再資源化する。 

コンクリートがら 破砕し、土木資材として再資源化する。 

一般ごみ 焼却処分する。 

廃畳 

破砕後に焼却処分する。畳は自然発火による火災の原因となりや

すいため、高く積み上げないよう注意する。また腐敗による悪臭

が発生するため、迅速に処理する。 

廃ふとん 焼却処分する。 

石綿含有廃棄物 
他の災害廃棄物と混合して保管せず、破砕することなく、埋立処

分を行う。 

廃石綿等 
原則として仮置場に搬入せず、二重梱包等の適切な処理を行った

上で、埋立処分、溶融処理を行う。 

トリクロロエチレン等 
埋立処分基準を超えるトリクロロエチレンを含む汚泥等につい

ては、焼却処分を行う。 

廃家電製品 

家電リサイクル法の対象物については、他の廃棄物と分けて回収

し、家電リサイクル法に基づき製造事業者等に引き渡してリサイ

クルする。この場合、製造業者等に支払う引渡料金は原則として

国庫補助の対象となる。一方、過去の災害では、津波等で形状が

大きく変形した家電リサイクル法対象物については、破砕して焼

却処分を行った事例もある。また、携帯電話、パソコン、デジタ

ルカメラ、電子レンジ等の小型家電リサイクル法の対象物につい

ては、同法の認定業者に引き渡してリサイクルする。 

ＰＣＢ廃棄物 

所有者が判明しているものについては、ＰＣＢ保管事業者に引き

渡す。所有者不明のものについては、ＰＣＢ濃度の測定を行い、

判明した濃度に応じて岡山県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計

画に基づき処分する。 

津波堆積物 
トロンメルやスケルトンバスケットにより混合廃棄物を除去し、

土木資材として再資源化する。 

危険物 
消火器は日本消火器工業会、高圧ガスは県エルピーガス協会、フ

ロン・アセチレン等は製造業者などに引き渡す。 

廃農薬類 
販売店、メーカー等に回収を依頼し、回収ができない場合には、

廃棄物処理業者に処理（焼却処分等）を委託する。 

廃自動車 

自動車リサイクル法によりリサイクルする。所有者又は自動車リ

サイクル法の引取業者に引き渡す。具体的な手順については 

「東北地方太平洋沖地震により被災した自動車の処理について 

て」（平成23年３月環境省）を参考にする。 
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共通する留意事項として、災害廃棄物に付着又は含有されて

いる土砂（特に水害では多量となる。）、水分、塩分については、

可能な限り事前に除去することが重要である。土砂について

は、トロンメルやスケルトンバケットによる分離、水分につい

ては、テント等による降雨からの遮蔽、塩分については降雨に

よる除塩などが有効である。 

また、大規模災害時には災害復旧工事等で発生する廃棄物の

処理も行われるため、廃棄物処理施設の処理可能量に留意が必

要である。 

    なお、写真、位牌等の個人にとって価値があると認められる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通する留意事項として、災害廃棄物に付着又は含有されて

いる土砂、水分、塩分については、可能な限り事前に除去する

ことが重要である。土砂については、トロンメルやスケルトン

バスケットによる分離、水分については、テント等による降雨

からの遮蔽、塩分については降雨による除塩などが有効であ

る。 

また、写真、位牌等の個人にとって価値があると認められる

ものについては、廃棄物とは分別して保管し、所有者等に引き

渡す機会を設ける。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険物 
消火器は日本消火器工業会、高圧ガスは県エルピーガス協会、フ

ロン・アセチレン等は製造業者などに引き渡す。 

廃農薬類 
販売店、メーカー等に回収を依頼し、回収ができない場合には、

廃棄物処理業者に処理（焼却処分等）を委託する。 

廃自動車 

自動車リサイクル法によりリサイクルする。所有者又は自動車リ

サイクル法の引取業者に引き渡す。具体的な手順については 

「東北地方太平洋沖地震により被災した自動車の処理について 

て」（平成23年３月環境省）を参考にする。 

廃船舶 

ＦＲＰ船リサイクルシステム等により処理する。廃船舶の処理は

所有者が行うのが原則であるが、止むを得ない場合には、市町村

が処理を行う。具体的な手順については「東日本大震災により被

災した船舶の処理に関するガイドライン（暫定版）」（平成23年４

月環境省）を参考とする。 

腐敗性廃棄物 

水産加工品などの腐敗性の強い廃棄物は、可能な限り早い段階で

焼却する。また、焼却処分までに腐敗が進行するおそれがある場

合には、緊急的な措置として、消石灰の散布等を行う。 

太陽光発電設備 

太陽電池モジュールは破損していても光が当たれば発電するた

め、感電に注意して、作業に当たっては、乾いた軍手やゴム手袋、

ゴム長靴を着用し、絶縁処理された工具を使用する。 

保管時において、太陽電池モジュール周辺の地面が湿っている場

合や、太陽光発電設備のケーブルが切れている等、感電のおそれ

がある場合には、不用意に近づかず電気工事士やメーカー等の専

門家の指示を受ける。 

蓄電池 
感電に注意して、乾いた軍手やゴム手袋、ゴム長靴を着用し、絶

縁処理された工具を使用する。 

 

廃船舶 

ＦＲＰ船リサイクルシステム等により処理する。廃船舶の処理は

所有者が行うのが原則であるが、止むを得ない場合には、市町村

が処理を行う。具体的な手順については「東日本大震災により被

災した船舶の処理に関するガイドライン（暫定版）」（平成23年４

月環境省）を参考とする。 

腐敗性廃棄物 

水産加工品などの腐敗性の強い廃棄物は、可能な限り早い段階で

焼却する。また、焼却処分までに腐敗が進行するおそれがある場

合には、緊急的な措置として、消石灰の散布等を行う。 
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ものについては、廃棄物とは分別して保管し、市町村と協議の

上、所有者等に引き渡す機会を設ける。 

 

(ｶ) 収集運搬体制 

    仮置場からの別の仮置場、中間処理場、最終処分場等の運搬

方法、運搬ルート、必要な車両等を考慮した運搬計画を作成す

る。 

    運搬計画を作成する上での検討事項は次のとおりである。 

 

表 3.1.7 運搬計画作成上の検討事項 

 

 

(ｷ) 仮置場の設置及び管理 

    平時に選定しておいた仮置場候補地等から、災害廃棄物発生

量から推計した仮置場必要面積に基づき仮置場として使用す

る土地を選定し、設置及び管理を行う。 

    なお、仮置場の設置及び管理に当たっては、次の事項に留意

する必要がある。 

 

 

 

 

(ｷ) 収集運搬体制 

仮置場からの別の仮置場、中間処理場、最終処分場等の運搬

方法、運搬ルート、必要な車両等を考慮した運搬計画を作成す

る。 

運搬計画を作成する上での検討事項は次のとおりである。 

 

表 2.2.6 運搬計画作成上の検討事項 

 

 

 

(ｸ) 仮置場の設置及び管理 

平常時に選定しておいた仮置場候補地等から、災害廃棄物発

生量から推計した仮置場必要面積に基づき仮置場として使用

する土地を選定し、設置及び管理を行う。 

なお、仮置場の設置及び管理に当たっては、次の事項に留意

する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.7修正 

・７月豪雨を

踏まえた内容

の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討事項 

運搬する災害廃棄物の優先順位 
・有害廃棄物、危険物を優先する。 

・夏季は、腐敗性廃棄物についても優先する。 

運搬方法 
・道路などの被災状況により運搬方法（車両、

鉄道、船舶）を決定する。 

運搬ルート・運搬時間 

・生活環境への影響や交通渋滞の発生防止など

の観点から運搬ルートを設定する。 

・同様に運搬時間についても設定する。 

住民への周知 
・運搬ルートや運搬時間について、住民に周知

する。 

運搬業者への指導 
・過積載や、運搬中に飛散流出しないよう運搬

業者へ要請を徹底する。 

 

検討事項 

運搬する災害廃棄物の優先順位 
・有害廃棄物、危険物を優先する。 

・夏季は、腐敗性廃棄物についても優先する。 

運搬方法 
・道路などの被災状況により運搬方法（車両、

鉄道、船舶）を決定する。 

運搬ルート・運搬時間 

・生活環境への影響や交通渋滞の発生防止など

の観点から運搬ルートを設定する。 

・同様に運搬時間についても設定する。 

住民への周知 
・運搬ルートや運搬時間について、住民に周知

する。 
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表 3.1.8 仮置場の管理等における留意事項 

 

(ｸ) 環境モニタリング 

    生活環境の保全を図るため、廃棄物の撤去現場や仮置場にお

いて、災害発生後、環境モニタリングを行う。 

    環境モニタリングを行う項目は、廃棄物処理施設、廃棄物運

搬経路や仮置場周辺等を対象に、大気質、騒音・振動、土壌等、

悪臭、水質等である。なお、考慮すべき環境影響と環境保全対

策の概要は次のとおりである。 

 

表 2.2.7 仮置場の管理等における留意事項 

 

 

 

 

 

 

(ｹ) 環境モニタリング 

生活環境の保全を図るため、廃棄物の撤去現場や仮置場にお

いて、災害発生後、環境モニタリングを行う。 

環境モニタリングを行う項目は、廃棄物処理施設、廃棄物運

搬経路や仮置場周辺等を対象に、大気質、騒音・振動、土壌等、

悪臭、水質等である。なお、考慮すべき環境影響と環境保全対

策の概要は次のとおりである。 

 

 

表 3.1.8修正 

・７月豪雨を

踏まえた内容

の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理等の内容 留意事項 

開設準備 

・土地所有者、管理者の同意を得る。 

・地元自治会、周辺事業者への説明 

・土壌汚染の有無の確認（開設前のサンプルの確保） 

・シート養生 

・仮囲いの設置 

・場内ルートの設定 

・分別区分※ごとの区画等の設定 

・搬入口での搬入物及び搬入許可証などの確認体制、場内での指示

体制の確立 

・作業従事者用トイレ、休憩場所の確保 

搬入作業の管理 

・搬入口での確認 

・トラックスケールでの計量 

・誘導員により分別区分ごとの搬入 

・不法投棄防止のための監視 

・粉じん発生防止のための散水、運搬車両（タイヤ）の洗浄 

・荒天時の飛散防止対策 

搬出作業の管理 
・搬出車両の手配と場内の積込み重機の連絡調整 

・有価物の引取り希望者への対応 

搬入・搬出記録 ・搬入物、搬出物の種類、量及び搬入元、搬出先の記録 

安全管理 

・積み上げた廃棄物の崩落事故及び飛散の防止に留意 

・木くず等の可燃性廃棄物の火災対策のため定期的な監視と保管

廃棄物の高さ等の制限 

・太陽光発電設備等を取扱う場合には感電防止に留意 

・石綿を含む廃棄物を取扱う場合には「災害時における石綿飛散防

止に係る取扱いマニュアル（H29.9環境省）」を参照 

※一次仮置場における分別区分の例としては、金属くず、木くず（生木と廃材は分別）、廃家電製品、 

ガラス・陶磁器くず、がれき類、可燃物（家具類等）、畳、マットレス、危険物などがある。 

管理等の内容 留意事項 

開設準備 

・土地所有者、管理者の同意を得る。 

・地元自治会への説明 

・土壌汚染の有無の確認 

・シート養生 

・場内ルートの設定 

・分別区分※ごとの区画等の設定 

・搬入口での搬入物及び搬入許可証などの確認体制、場内での指示

体制の確立 

搬入作業の管理 

・搬入口での確認 

・誘導員により分別ごとの搬入 

・不法投棄防止のための監視 

・粉じん発生防止のための散水 

搬出作業の管理 
・搬出車両の手配と場内の積込み重機の連絡調整 

・有価物の引取り希望者への対応 

搬入・搬出記録 ・搬入物、搬出物の種類、量及び搬入元、搬出先の記録 

安全管理 
・積み上げた廃棄物の崩落事故防止に留意 

・木くず等の可燃性廃棄物の火災対策のため定期的に監視 
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表 3.1.9 環境影響及び環境保全対策 

 

    また、環境モニタリング地点の選定の考え方は、次のとおり

である。 

 

表 3.1.10 環境モニタリング地点の選定の考え方 

 

表 2.2.8 環境影響及び環境保全対策 

 

また、環境モニタリング地点の選定の考え方は、次のとおり

である。 

 

表 2.2.9 環境モニタリング地点の選定の考え方 

 

 

表 3.1.9修正 

・一部表現の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響項目 環境影響 環境保全対策 

大気質 

・仮置場作業における粉じん 

・石綿含有廃棄物の保管・処理による石

綿の飛散 

・廃棄物の保管に伴う硫化水素等の有害

ガスの発生 

・重機、搬出入車両からの排出ガス 

・定期的な散水 

・仮囲いの設置 

・運搬車両のタイヤ洗浄設備の

設置 

・搬出入路への鉄板等敷設 

・適切な石綿飛散対策の実施 

・保管廃棄物の高さ等制限 

・ガス抜き管の設置 

・排出ガス対策型重機の使用、

アイドリングストップ実施等 

騒音・振動 

・廃棄物の処理作業に伴う騒音・振動 

・仮置場への搬出入車両による騒音・振 

 動 

・低騒音、低振動型の重機、処

理施設の使用 

・防音壁、防音シートの設置 

土壌等 
災害廃棄物から周辺土壌への有害物質等

の漏出 

・遮水シートの敷設、簡易舗装

の実施 

・有害廃棄物の分別保管及び適

切な管理 

悪臭 災害廃棄物からの悪臭の発生 

・脱臭剤、防虫剤の散布 

・保管廃棄物へのシート掛け（蓄

熱による火災に留意） 

水質 
災害廃棄物に含まれる汚染物質の降雨等

による公共用水域への流出 

・遮水シートの敷設による排水、

雨水の管理 

・排水、雨水の処理 

 

項目 選定の考え方 

大気質、悪臭 

・一次、二次仮置場の敷地境界 

・石綿が使用された建築物の解体、撤去現場 

・仮置場、中間処理場等への搬入出経路の沿道 

騒音・振動 
・一次、二次仮置場の敷地境界 

・仮置場、中間処理場等への搬入出経路の沿道 

土壌等 ・仮置場敷地内 

水質 
・仮置場敷地内 

・仮置場近傍の公共用水域、地下水 

 

影響項目 環境影響 環境保全対策 

大気質 

・仮置場作業における粉じん 

・石綿含有廃棄物の保管・処理による石

綿の飛散 

・廃棄物の保管に伴う硫化水素等の有害

ガスの発生 

・重機、搬出入車両からの排出ガス 

・定期的な散水 

・搬出車両のタイヤ洗浄設備の

設置 

・搬出入路への鉄板等敷設 

・適切な石綿飛散対策の実施 

・保管廃棄物の高さ制限 

・ガス抜き管の設置 

・排出ガス対策型重機の使用、

アイドリングストップ実施等 

騒音・振動 

・廃棄物の処理作業に伴う騒音・振動 

・仮置場への搬出入車両による騒音・振 

 動 

・低騒音、低振動型の重機、処

理施設の使用 

・防音壁、防音シートの設置 

土壌等 
災害廃棄物から周辺土壌への有害物質等

の漏出 

・遮水シートの敷設、簡易舗装

の実施 

・有害廃棄物の分別保管及び適

切な管理 

悪臭 災害廃棄物からの悪臭の発生 

・脱臭剤、防虫剤の散布 

・保管廃棄物へのシート掛け（蓄

熱による火災に留意） 

水質 
災害廃棄物に含まれる汚染物質の降雨等

による公共用水域への流出 

・遮水シートの敷設による排水、

雨水の管理 

・排水、雨水の処理 

 

項目 選定の考え方 

大気質、悪臭 

・一次、二次仮置場の敷地境界 

・石綿が使用された建築物の解体、撤去現場 

・仮置場、中間処理場等への搬入出経路の沿道 

騒音・振動 
・一次、二次仮置場の敷地境界 

・仮置場、中間処理場等への搬入出経路の沿道 

土壌等 ・仮置場敷地内 

水質 
・仮置場敷地内 

・仮置場近傍の公共用水域、地下水 
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(ｹ) 処理の委託 

    廃棄物処理法においては、平成 27 年８月の改正により、こ

れまで禁止されていた市町村から一般廃棄物の処理の委託を

受けた者による再委託が、非常災害時に限り可能となった。 

    このため、複数の廃棄物処理業者が加入している団体に処理

を一括して発注することができ、事務量を大幅に軽減すること

ができる。 

迅速な処理を進めるため、この再委託制度を最大限に活用す

る。 

 

図 3.1.10 災害廃棄物処理の再委託の例 

 

エ 処理の実施 

    策定した実行計画に基づき処理を実施するとともに、廃棄物

処理施設の稼働状況及び災害廃棄物の発生量・要処理量等の状

況の変化に応じて計画の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

(ｺ) 処理の委託 

廃棄物処理法においては、平成 27 年８月の改正により、こ

れまで禁止されていた市町村から一般廃棄物の処理の委託を

受けた者による再委託が、非常災害時に限り可能となった。 

このため、複数の廃棄物処理業者が加入している団体に処理

を一括して発注することができ、事務量を大幅に軽減すること

ができる。 

迅速な処理を進めるため、この再委託制度を最大限に活用す

る。 

 

図 2.2.8 災害廃棄物処理の再委託の例 

 
 

エ 処理の実施 

策定した実行計画に基づき処理を実施するとともに、廃棄処

理施設の稼働状況等の状況の変化に応じて計画の見直しを行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた内容の

一部修正等 
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２ 復旧・復興 

  復旧・復興の段階は、避難所生活が終了し、災害廃棄物の中間処

理等が本格化する段階である。 

  復旧・復興段階においては、応急対応段階での業務を見直しつつ、

広域処理の調整、仮設処理施設の設置、処理の進捗管理などの業務

を行うこととなる。 

 

３ 復旧・復興 

復旧・復興の段階は、避難所生活が終了し、災害廃棄物の中間処

理等が本格化する段階である。 

復旧・復興段階においては、応急対応段階での業務を見直しつつ、

広域処理の調整、仮設焼却炉の設置、処理の進捗管理などの業務を

行うこととなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７月豪雨を踏

まえた内容の

一部修正 
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図 3.2.1 各段階の事務の概要（再掲） 

 

(1) 組織体制、指揮命令系統の強化・見直し 

災害時における重点業務は、時間の経過とともに変化する

 

 

図 2.3.1 応急対応段階及び復旧・復興段階の事務の概要（再掲） 

 

(1) 組織体制、指揮命令系統の見直し 

災害廃棄物の処理の進捗状況に応じて、応急対応段階の組織

 

図 3.2.1修正 

・７月豪雨を

踏まえた内容

の修正 
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（初動対応・応急対応の業務：人命救助を最優先とした災害廃

棄物の撤去や避難所等におけるし尿の処理が中心、復旧・復興

期の業務：災害廃棄物の処理が中心）ため、災害廃棄物の処理

の進捗状況に応じて、応急対応段階の組織体制、指揮命令系統、

情報収集・連絡体制の見直しを行う。 

市町村から事務委託を受け、仮設処理施設の設置等を行う場

合には、土木・建築の知識が必要となることから、土木・建築

職員を含めた組織体制とする。 

 

(2) 廃棄物処理施設の復旧状況等の情報収集 

    復旧・復興段階においては、廃棄物処理施設の被害状況につ

いては概ね把握できていることから、主に廃棄物処理施設の復

旧、稼働状況等の情報収集を行う。 

 

(3) 関係機関への連絡 

    廃棄物処理施設の復旧情報等について、県内市町村及び環境

省中国四国地方環境事務所に連絡し、情報を共有する。 

 

(4) 市町村からの要請に基づく関係機関との協力・支援の調整 

    復旧・復興段階においては、応急対応段階に比べて、災害廃

棄物発生量がより正確に把握できている。このため、災害廃棄

物発生量、県内廃棄物処理施設における処理可能量等から県外

広域処理の必要性について検討を行い、県内の廃棄物処理施設

のみでは処理方針等において設定した処理スケジュールどお

りの処理ができないと判断された場合には、平時に締結した協

定等に基づき、環境省や他都道府県、廃棄物処理業者団体等に

体制、指揮命令系統の見直しを行う。 

市町村から事務委託を受け、仮設焼却炉の設置等を行う場合

には、建築土木の知識が必要となることから、土木・建築職員

を含めた組織体制とする。 
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対して、災害廃棄物の受入支援の要請及び調整を行う。 

 

 

図 3.2.2 協力・支援要請の判断フロー（再掲） 

 

 

(5) 市町村が行う災害廃棄物処理に対する技術的援助 

    応急対応段階に引き続いて、市町村が行う災害廃棄物の処理

に対し、仮置場の設置、管理に関すること、分別、再資源化等

に関すること、便乗した不適正処理の監視・指導に関すること

などについて、助言、支援等を行う。 

    復旧・復興段階においては、市町村が仮設処理施設等の設置

を行う場合があるため、廃棄物処理法に基づく設置手続、環境

影響評価の実施等について助言等の技術的援助を行う。 

災害等補助金の交付申請等事務についても引き続き支援を

行う。 

なお、応急対応段階に引き続いて、必要に応じて県、被災市

町村、国（環境省）、廃棄物処理業者団体による会議の開催等

により、県が収集した情報の提供や、情報の集約及び調整等を

行う。 

 

 

物の受入支援の要請及び調整を行う。 

 

 

図 2.3.2 協力・支援要請の判断フロー（再掲） 
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設置を行う場合があるため、廃棄物処理法に基づく設置手続、
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(6) 災害廃棄物処理の進捗状況の把握 

    災害廃棄物の発生推計量や、処理済量、被災家屋の解体・撤

去の進捗等について情報収集する。 

市町村又は県が策定した実行計画等に定めた処理スケジュ

ールに照らして、災害廃棄物の処理が適切に進んでいるかを把

握し、処理が計画どおりに進んでいない場合には、市町村に対

して助言、支援等を行う。 

また、把握した進捗状況については、環境省が国全体での進

捗状況の管理を行うため、環境省中国四国地方環境事務所に、

定期的に報告する。 

なお、処理が長期間となる場合には、計画的に処理を進める

ため、必要に応じて関係機関による連絡会を設置し、進捗管理

を行う。 

 

 

図 3.2.3 連絡会の設置例 

 

(7) 災害廃棄物の処理に関する事務の受託 

    県が市町村から災害廃棄物の処理に関する事務を受託して

いる場合は、災害廃棄物の処理を行う上で明らかになった問題

(6) 災害廃棄物処理の進捗状況の把握 

市町村又は県が策定した実行計画に定めた処理スケジュー

ルに照らして、災害廃棄物の処理が適切に進んでいるかを把握

し、処理が計画どおりに進んでいない場合には、市町村に対し

て助言、支援等を行う。 

また、把握した進捗状況については、環境省が国全体での進

捗状況の管理を行うため、環境省中国四国地方環境事務所に、

定期的に報告する。 

また、処理が長期間となる場合には、計画的に処理を進める

ため、必要に応じて関係機関による連絡会を設置し、進捗管理

を行う。 

 

 

 

 

図 2.3.3 連絡会の設置例 
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点、処理の進捗状況、応急対応段階より精度の高い災害廃棄物

発生量の把握等を踏まえ、実行計画の見直しを行う。 

    また、広域処理の調整を行った上で、処理スケジュール内の

処理完了が困難と判断される場合には、仮設処理施設等の設

置、管理を行い、スケジュール内の処理を行う。 

以下では、仮設焼却炉の設置を行う場合を例に挙げて説明す

る。 

ア 仮設焼却炉の設置及び管理 

可燃物の焼却処分について、広域処理の調整を行った上で、

既存焼却施設のみでは処理能力が不足することが明らかにな

った場合には、二次仮置場に仮設焼却炉を設置して対応する。 

仮設焼却炉の規模は、災害廃棄物の発生量、処理期間、既存

施設の処理能力、被災地の状況等を考慮して設定する。 

また、仮設焼却炉を設置する場合、設置場所を決定した後に、

岡山県環境影響評価等に関する条例（平成 11 年岡山県条例第

７号）に基づく環境影響評価（処理能力が４トン／時間以上の

場合に限る。）又は廃棄物処理法に基づく生活環境影響調査、

工事発注作業、設置工事等を進める。 

なお、仮設焼却炉の設置に当たっては、周辺住民に対する生

活環境上の影響に配慮するとともに、工期の短縮化を図る。 

 

 

 

点、処理の進捗状況、応急対応段階より精度の高い災害廃棄物

発生量の把握等を踏まえ、実行計画の見直しを行う。 
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岡山県環境影響評価等に関する条例（平成 11 年岡山県条例第

７号）に基づく環境影響評価（処理能力が４トン／時間以上の

場合に限る。）又は廃棄物処理法に基づく生活環境影響調査、

工事発注作業、設置工事等を進める。 
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図 3.2.4  仮設焼却炉の設置手続フロー例 

 

また、仮設焼却炉の設計、運転上の問題や課題に対応するた

め、次の表にまとめた配慮事項について検討する。 

 

表 3.2.1  仮設焼却炉の設計上・運転上の配慮事項 

 

 

図 2.3.4 仮設焼却炉の設置手続フロー例 

 

また、仮設焼却炉の設計、運転上の問題や課題に対応するた

め、次の表にまとめた配慮事項について検討する。 

 

表 2.3.1 仮設焼却炉の設計上・運転上の配慮事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題・課題  対応  

設計上

の配慮

事項  

  

納期の短縮  

・既存図面の活用  

・汎用品、流用品の採用  

・納期のかかる機器の早期手配  

・機器架台の極小化、機器独立架台の採用  

・杭のない工法の採用(マットスラブ)  

・現地工事削減の検討(製造工場でのユニット化)  

・制御の簡略化、計装品の削減  

官庁申請届出  ・関係官庁への早期確認（特に消防関係）  

助燃量の低減  

・空気予熱器の採用  

・災害廃棄物の雨除け屋根の採用  

・天日干しができるようヤードを広く設計 

沿岸地域での井水利

用 （塩類、砂の混入)  

・水質の事前調査  

・ストレーナの採用  

・ノズルのメンテナンス性に配慮  

運転上

の配慮

事項  

発熱量が低く、変動

が大きいことによる

助熱量の増加  

・発熱量の高いごみと低いごみの混焼  

・可燃性粗大ごみや廃プラスチック類などカロリ

ーの高いごみを用意し、混合して調質  

・投入用とは別に、撹絆・混合用の重機を設置  

異物、灰分が多い  

（機器のつまり、損

耗の原因）  

・コンベヤチェーンなどの予防保全(壊れる前に交

換)  

・予備品、消耗品を十分に確保  

・灰分の高いごみと低いごみを混焼  

 

問題・課題  対応  

設計上

の配慮

事項  

  

納期の短縮  

・既存図面の活用  

・汎用品、流用品の採用  

・納期のかかる機器の早期手配  

・機器架台の極小化、機器独立架台の採用  

・杭のない工法の採用(マットスラブ)  

・現地工事削減の検討(製造工場でのユニット化)  

・制御の簡略化、計装品の削減  

官庁申請届出  ・関係官庁への早期確認（特に消防関係）  

助燃量の低減  

・空気予熱器の採用  

・災害廃棄物の雨除け屋根の採用  

・天日干しができるようヤードを広く設計 

沿岸地域での井水利

用 （塩類、砂の混入)  

・水質の事前調査  

・ストレーナの採用  

・ノズルのメンテナンス性に配慮  

運転上

の配慮

事項  

発熱量が低く、変動

が大きいことによる

助熱量の増加  

・発熱量の高いごみと低いごみの混焼  

・可燃性粗大ごみや廃プラスチック類などカロリ

ーの高いごみを用意し、混合して調質  

・投入用とは別に、撹絆・混合用の重機を設置  

異物、灰分が多い  

（機器のつまり、損

耗の原因）  

・コンベヤチェーンなどの予防保全(壊れる前に交

換)  

・予備品、消耗品を十分に確保  

・灰分の高いごみと低いごみを混焼  
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イ 災害廃棄物処理の進行管理 

    実行計画で定めた処理期限内に処理が完了するよう処理量

等を把握し、進行管理を行う。 

 

(8) 記録誌の作成 

    災害廃棄物処理が終了した後、処理に係る記録を整理すると

ともに評価を行う。記録の整理は、時期区分（初動、応急対応、

復旧・復興等）ごとに振り返りを行い、発生量、発生源単位、

処理経費等のデータ整理を行い、必要に応じて記録誌として取

りまとめる。 

イ 災害廃棄物処理の進行管理 

実行計画で定めた処理期限内に処理が完了するよう処理量

等を把握し、進行管理を行う。  

 

(8) 他都道府県への協力・支援 

応急対応段階に引き続き、被災都道府県から災害廃棄物発生

量、支援ニーズ等の情報収集を行い、災害廃棄物の処理につい

て協力・支援の要請があった場合には、県内市町村及び廃棄物

処理業者との調整を行うとともに、必要に応じて職員の派遣を

行う。 

 

 

図 2.3.5 中国５県災害等発生時の広域支援に関する協定での情報収

集例（再掲） 
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旧３(8)削除 

図 2.3.5削除 


